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大栄環境グループ 創業の原点
大栄環境グループの事業の中心である

廃棄物処理・資源循環は、

なによりもまず、お客さまと地域の皆さまからの

「信頼」がなくては成り立たないものです。

1979年の創業から、持続可能な循環型社会の実現を

ひたむきに目指してきた私たちにとって、

永続的な「信頼」を構築することこそが、

サステナブルな未来へのスタートライン。

その想いは、これまでもこれからも

決して変わることはありません。

未来は､
信頼から生まれる。

サステナビリティ基本方針

アイデンティティ
大栄環境グループのあゆみ
大栄環境グループの事業
会長メッセージ
社長メッセージ
新経営体制
価値創造プロセス／重要課題（マテリアリティ）
中期経営計画「D-Plan 2028」の進捗
Talk Session 1　関東本部新設
Talk Session 2　グループガバナンスの強化
Focus 1　従業員の働きがい・幸福度の向上
次代を担うリーダー座談会
Focus 2　資源循環の最前線
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大栄環境（株）および連結子会社 
（2026年３月31日現在）

報告対象範囲

報告対象期間
2025年４月１日～ 2026年３月31日
（一部、上記期間以外の内容も含んでいます）

発行年月

免責事項
本報告書の掲載内容には、将来の見通し
に関する記述が含まれています。これら
は本報告書作成時点で入手できた情報
に基づくもので、リスクや不確実な要因
を含んでいます。今後、さまざまな要因
の変化により、記述した将来の見通しと
は異なったものとなる可能性があること
をご承知おきください。

2026年7月
発行頻度
年１回

レポートへの想い

目指すべき姿

大切にしてきた言葉

経営理念、経営ビジョンを実現していくための4つの組織行動

経営ビジョン

事業の永続性を高め、
環境創造企業として進化する
サステナブルな明るい未来社会を実現するより良い環境づくりを目指して
新たな価値を生み出すイノベーションに、大栄環境は挑戦し続けます。

サステナビリティ基本方針

未来は、信頼から生まれる。

DINSステートメント

Development（進化）
私たちは、未来を支える社会インフラ企業であり続けるために、
従来のやり方に囚われることなく、
変化や失敗を恐れずに情熱をもって挑戦し、絶えず進化します。

Integrity（誠実）
私たちは、社会から信頼され必要とされる企業であり続けるために、
社会からの期待や環境の変化に常に応え、
法令、社会規範、社内規程等を遵守し、
人権及び地域社会を尊重して、高い倫理水準のもと誠実に行動します。

Nature（自然）
私たちの生活は、様々な自然からの恵みを受けて成り立っています。
事業活動を通じて環境課題を解決し、
森林・環境保全活動と環境負荷の低減を積極的に図り、
自然の恵みを将来にわたって享受できる
自然共生社会の実現に向けて取り組みます。

Social contribution（社会貢献）
私たちは、地域社会の一員として事業活動を通じ、
地域社会づくりと発展に貢献するとともに、
社会全体と協調する企業活動に努めます。

企業の根本となる活動方針、存在意義

われわれは、
創造・改革・挑戦の信念をもって、
人間生活・産業・自然との共生を目指し、
社会に貢献します

経営理念

アイデンティティ、目次

経営
理念

経営
ビジョン

サステナビリティ
基本方針

DINSステートメント

行動規範
安全衛生・環境理念

　大栄環境グループは2026年６月に新たな経

営体制へ移行し、企業価値向上に向けたさらな

る成長を目指しています。Ｍ＆Ａによりグループ

会社数や事業エリア、提供価値は拡大し、取り組

むテーマも一層多様化しています。

　こうした変化の中、より多くのステークホル

ダーの皆さまに大栄環境グループの現状を知っ

ていただきたいという想いから「コーポレートレ

ポート」として企画・編集しました。事業の特徴、

新経営体制のもとで目指す方向性、中期経営計

画の進捗、その実現を支える人財戦略やグルー

プガバナンスの取り組み、従業員のやりがいや挑

戦などを、多面的に紹介しています。

　本レポートが、大栄環境グループをご理解

いただく一助となれば幸いです。

Contents 目次

人々の暮らしと社会にとって
必要不可欠な存在であるために
私たちが大切にしていること
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東京証券取引所
プライム市場に上場

廃棄物処理を起点に、
環境創造企業として
進化してきました。

1979    1996
最終処分場延命化のため、
リサイクル施設を充実

　　ごみ
を資源

に変
える
挑戦

の
始
まり

脱炭素・資源循環を軸に、環
境創
造を
次の
ステ
ージ
へ

　社
会課
題解決

を事業成長へ

1997    2013
リサイクルシステム
確立のための施設へ
集中投資

業績グラフ（グループ連結）

第二次
成長期

第一次
成長期

創業期

1997

2023

1979

2023
カーボンニュートラルへ
向けたリサイクルも
推進し、事業を拡大

2019    2022
社会課題を解決するため
ESG施策を推進1980年の最終処分場開設直後から事業

の永続性を図るため、リサイクル事業に
シフト。リサイクルコストへの理解が乏しく、
事業環境は厳しい状況が続いた。

1979年10月
大栄環境株式会社設立
1980年９月
管理型最終処分場開設

創業

阪神・淡路大震災の際の処理実績を評価
いただき、自治体との取引を獲得。現在の
自治体との取引の多さにつながっている。

自治体との取引のさらなる強化やカー
ボンニュートラルに向けたリサイクルの
推進に加え、M&Aも活用して事業の拡大
を図っている。

2014    2018
環境創造企業への進化、
新たな価値創造の施策
１日当たり処理量636トンという大栄環
境グループ最大の焼却発電施設「三重エ
ネルギープラザ」開設以降、自治体との
取引増加が加速。

従業員が2,000人を超え、グループ会社
が32社となり、ガバナンス体制に危機感
を覚える。東証プライム市場への上場、
M&Aも積極的に行い、高い成長率を維持。

1995年１月
阪神・淡路大震災で
災害廃棄物処理に携わる

転機１

震災直後から地元業者と
して、多くの自治体からの
要請を受け、災害廃棄物処
理を実施

2013年９月
三重エネルギー
プラザ開設

転機2

コーポレートガバナンス・コード
に沿った体制を構築することで、
ガバナンス体制を強化

2022年12月
東証プライム市場上場

転機3

2023年５月
三木バイオマスファクトリー
稼働開始

転機4

売上高

営業利益

中期経営計画「D-Plan 2028」

197
2024年

億円

2021年
130 億円

2023年
166億円2022年

128億円

2024年
730億円

221億円
2026年

878億円

2026年

243億円

2027年（計画）

939億円
2027年（計画）

2021年
616億円

2023年
676億円2022年

649億円

大栄環境グループのあゆみ

2025年
801億円

2025年
215億円

2026年3月期～2028年3月期前中期経営計画 2023年3月期～2025年3月期
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地域を支える事業

主たる事業を補完する事業

排出される
廃棄物を収集

一般廃棄物・産業廃棄物の
収集運搬から

中間処理・再資源化・最終処分まで
ワンストップサービスを展開

主たる事業
（廃棄物処理・資源循環）

再資源化
再資源化
施設

販売

排出事業者
自治体、メーカー、
ゼネコン、
医療機関

再生利用者

環境負荷に
配慮して運搬

再生利用できない
廃棄物を処分

（熱回収含む）

再生委託

中間処理
選別・破砕および
熱処理施設

最終処分
最終処分場

収集運搬
収集運搬車両、
海上コンテナ

サステナブルな明るい未来社会を実現する
よりよい環境づくりを目指して

大栄環境グループの事業

支払い

支払い

排出事業者
収集運搬費と
処理費は
排出事業者が
支払う

一次処理
収集運搬費と
二次処理費は
処理業者が
支払う

収集運搬

収集運搬

二次処理

廃棄物処理に係る費用の流れ（一例）

支払い

支払い

（再資源化・
  最終処分）

※ 専用バース：船舶から貨物の荷卸しをする場所

エネルギー創造
バイオマス発電やバイオガス発電など、
廃棄物からエネルギーを創造。また、
最終処分場跡地を利用した太陽光発電
も行っています。

コンサルティング
AI・IoT・DX推進を活用したサービスの
開発、廃棄物の一元管理、自治体の一般
廃棄物処理計画など、廃棄物に関する
課題を解決しています。

施設建設・運営管理
建物の解体工事や、自治体のクリーン
センターなどの効率的な建設・運営管理・
点検・保守修繕を行っています。

リサイクルプラスチックパレット
容器包装プラスチック等再生原料100％
の環境貢献性が高く、高品質なパレット
を製造・販売しています。

アルミペレット
アルミ缶を資源として買い取り、加工・
製造・販売して、高純度なアルミペレット
を製造。主に鉄鋼メーカーに脱酸剤と
して販売しています。

土壌浄化
専用バース※を備える高性能プラントで
各地から汚染土壌を受け入れ、土壌汚染
対策法に規定される全ての特定有害物
質を無害化しています。

地域に根ざした雇用創出を通じて、社会
と事業を支える人材サービスを展開。
人材派遣・人材紹介に加え、障がいのある
方の雇用支援にも取り組んでいます。

人材派遣

約8,170ヘクタールの社有林を管理
し、環境と林業経営の両立、防災・
生物多様性の保全などに取り組み、
100年先を見据えた森づくりを進め
ています。

森林保全

遊休地や遊休農地の利用などによっ
て農作物を生産・加工・販売。地域
に根ざし、地域活性化につながる事
業運営と雇用の創出を図っています。

アグリビジネス

日本女子プロサッカークラブやゴ
ルフ場の運営などを通じて、スポー
ツ文化振興、地域経済の発展など
に取り組んでいます。

スポーツ地域振興
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地域からの信頼を礎に
廃棄物処理の在り方を変え、
資源循環に新たな未来を拓きます

　2026年６月25日の定時株主総会をもって、当社グルー

プは新たな経営体制へ移行しました。この決断の背景に

は、当社グループ自身の変化があります。

　事業の成長とともに組織は拡大し、M&Aによってグルー

プ会社数も増え続けてきました。さらに業界全体が転換期

を迎える中、グループの成長を加速させるには、変化に

対応できる体制への移行が不可欠です。今こそ、次世代の

リーダーに経営を託すべきタイミングだと判断しました。

　後任の下田守彦は、上場準備の初期段階から私ととも

に経営に携わり、特に投資家対応や中期経営計画の策定・

推進において中心的な役割を担ってきました。当社グルー

プの方向性や価値観を深く理解しており、私も安心してバ

トンを託すことができます。

　下田がグループを牽引する一方で、私は会長として新

体制が円滑に機能するように支えていきます。さらに、本

来の上場目的であるガバナンス強化を継続的に実効性あ

るものとするため、取締役会の一員として執行を監督し、

グループのガバナンス体制を一層強固なものにしていき

ます。

　当社グループの根幹にある価値観は、サステナビリティ

基本方針に掲げる「未来は、信頼から生まれる。」という

言葉に集約されています。

　当社グループの事業は、地域や自治体からの理解なく

しては成立しません。創業当初、廃棄物処理施設の建設に

あたり、地域から激しい反対の声が上がりました。しかし、

創業者が中心となって地域住民と粘り強く対話を重ねた

ことで、理解と信頼を得て運営を開始することができまし

た。事業が広がるにつれ、かつて反対していた住民の方々

も次第に支援者へと変わっていきました。地域からの信頼

があってこそ、事業は継続し、次の成長へとつながります。

この考えは、今後も変わることはありません。

　神戸市（兵庫県）や和泉市（大阪府）、伊賀市（三重県）の

サッカーチームへの支援をはじめ、各事業所が拠点を置く

地域でスポーツ振興や地域活動への参画を長年続けて

きたことも、こうした関係構築の一環です。地域が元気で

なければ、その地に根ざす私たちも成長できません。当社

グループは今後も、地域とともに発展する企業グループで

あり続けます。

　2031年３月期の目指す姿に向けて中期経営計画「D-

Plan 2028」は、2026年３月期からの３年間で飛躍に向け

た基盤を整える計画です。そしてその後の３年間でグループ

の成長を加速させます。大胆な設備投資を進めてきた結果、

初年度の業績は売上・利益ともに過去最高を更新しました。

しかし、これはあくまで通過点に過ぎません。基盤整備が

進むにつれて、より高い成長を見込めるステージへ移行して

いきます。

　廃棄物業界は今、転換期を迎えています。約12万社が

存在する超分散型の市場構造の中で、後継者不足や資金

調達の問題を背景に、集約化が確実に進むとみています。

当社グループは、焼却等熱処理施設や最終処分場といった

参入障壁の高い施設を多数保有していますが、こうした施設

を持たない事業者にとっては、事業継続が難しくなりつつ

あります。そうした事業者が当社グループに加わることで

シナジーを見込めるのであれば、積極的にM&Aを進めて

いきます。

　廃棄物業界の健全な発展のためには、静脈企業と動脈企

業とが率直に議論し合える関係を築くことが不可欠です。

当社グループは、社会的な信頼を長年積み重ねてきました。

この信頼の蓄積があるからこそ、動脈企業とも対等なパー

トナー関係を築きつつあります。M&Aでグループ拡大を加

速させ、事業の成長と同時に、発言力を持つ企業としての立

場を確立し、業界全体の持続的な成長に貢献していきます。

　当社グループは創業時から、経済合理性だけに囚われる

ことなく、一貫して環境に配慮した事業を進めてきました。

現在は、公民連携による一般廃棄物と産業廃棄物の一体的

な処理を進め、地域における資源循環の仕組みそのものを

変革することに挑戦しています。その実現には、人財の確

保と育成が欠かせません。待遇を含めて働く環境を整え、

誇りとやりがいを持って働ける仲間を増やしていきます。

　一方で、7月に当社施設内で発生した事故により、尊い

従業員の命が失われました。亡くなられた方に深く哀悼の

意を表するとともに、ご遺族ならびに関係者の皆さまに心

よりお詫び申し上げます。再発防止に向け、安全管理体制

の見直しに全力で取り組んでまいります。

　当社グループは、すべてのステークホルダーの皆さまに

「関わってよかった」と思っていただける存在を目指し、持続

的な成長と安心して働ける環境づくりを進めてまいります。

新経営体制への移行は
グループの成長加速への一歩

M&Aでグループを拡大させ
動静脈連携の中核へ

創業時から変わることのない
信頼を重んじる価値観

従業員と共に目指す未来

会長メッセージ

金子 文雄

大栄環境株式会社
代表取締役会長
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考え方をグループ全体にしっかり伝えていく必要がありま

す。特に、新卒やキャリア採用、M&Aにより新たに加わる

仲間には、より丁寧な説明が求められます。従業員一人

ひとりの愛社精神を醸成し、グループの一体感を高め、

「大栄環境グループの一員でよかった」と誇りとやりがいを

持って成長してもらえる環境づくりに、継続して取り組んで

いきます。誰もが意見を出しやすい環境をつくることは、持続

的な成長への原動力となります。人財の力を最大化させ、

組織全体の力へとつなげていきます。

　上場して３年半余りが経過し、当社グループに対する

期待は年々高まっていると感じています。求められる役割

も今後ますます大きくなっていくはずです。ステークホル

ダーの皆さまとの関係をより発展させていくためには、次

世代を託されたメンバーがそれぞれ先頭に立って、直接の

対話を深めていく必要があります。

　地域とともに発展する企業であり続けるその先に、社会に

どのような価値を提供できるのか。それを常に問いながら、

廃棄物処理・資源循環の在り方を変える施策について、

スピード感を持って進めていきます。あゆみを止めること

なく、ステークホルダーの皆さまとともに成長し続ける企業

を目指します。

化する自治体において、廃棄物処理コスト抑制に非常に

有効であり、地域活性化にもつながる新たなモデルになる

という理解が進めば、この方式が一気に全国に広がり、廃棄

物処理の在り方が変わっていきます。

　また、2050年のカーボンニュートラルに貢献していくに

は、動脈企業との連携により、私たちが取り扱う循環資源、

特に廃プラスチックから再生原料を供給していく体制の構

築も重要となります。品質・物量・経済性を満たした、持続

可能なスキームを確立し、資源循環の在り方も変えていき

たいと考えています。

　私はこれまで、当社グループの拠点でさまざまな業務を

経験してきました。その中で、社内外の人脈が広がり、モ

チベーションや視座も高まりました。異なる環境に身を置く

経験は、人財の成長に重要だと考え、グループ横断で双方向

のジョブローテーションを積極的に進めていきます。

　組織が拡大するほど、社内コミュニケーションや創業者

精神の継承は重要性が増すため、当社が大切にしてきた

　中期経営計画「D-Plan 2028」には、策定段階から深く

関わってきました。３年計画の初年度に、大型案件となっ

た（株）スカラベサクレを含む６件のM&Aを実行したこと

により、最終年度の目標達成が見え始めています。市場か

らの期待にも、着実に応えていきます。

　当社が見据えるのは、一般廃棄物と産業廃棄物の一体的

処理を進め、全国各エリアで、収集運搬から最終処分までを

一貫して担えるグループの体制を構築することです。既存拠点

での施設の新増設とともに、公民連携やM&Aなどにより新

たな拠点をつくり、業界の集約化を積極的に進めていきます。

　自治体の皆さまから、これからの時代は一般廃棄物と

産業廃棄物の一体的処理が当然、と認知されるかは、公民

連携による施設整備が加速度的に進展するかどうか次第

だと考えています。

　公民連携の第１号案件となる「相生地域エネルギーセン

ター」は、2026年８月に兵庫県相生市で着工します。建設

が進むにつれて自治体からの注目度はますます高まってい

くはずです。人口減少と建設費高騰により財源不足が深刻

社長メッセージ

下田 守彦

大栄環境株式会社
代表取締役社長

「創造･改革･挑戦」を信念に、
社会とともに成長する
企業を目指します

　2026年６月に代表取締役社長に就任しました下田で

す。グループ全体を率いる重責への不安よりも、業界の在り

方が大きく変わっていくこの時期に、業界の先頭に立って

挑戦できることへの期待を大きく感じています。

　創造・改革・挑戦の信念のもと、廃棄物処理・資源循環

の在り方を変え、創業者精神を次の世代へつないでいくと

いう責務を強い決意を持って果たしていきます。

　グループ各部門の現状をあらためて自ら確認するべく、

現場での対話をはじめた矢先の2026年7月9日、労働災害

により、従業員の尊い命が失われました。代表取締役社長

として、その責任を重く受け止めております。

　事故に潜む根本的な原因を究明し、全事業所において、

現場の声に基づいた実効性のある再発防止体制を構築

し、時が経っても風化することのない、安全を最優先にする

社風を築いてまいります。

　「未来は、信頼から生まれる。」を形にするため、ステーク

ホルダーの皆さまからの信頼を再び積み上げていくこと

に、全身全霊を捧げる決意です。

現場を見て対話を重ねながら
信頼を土台に経営に臨む

中期経営計画の手応えをもとに
重要戦略を着実に進める

人財の力を組織力につなげ
新たな価値を社会へ

経歴 一問一答

1999年05月

2013年11月

2015年01月

2016年09月

2018年06月

2021年06月

2023年04月

2024年10月

2025年04月

2025年06月

2025年11月

2026年04月

2026年06月

大栄環境株式会社入社

近江八幡エコサービス株式会社代表取締役

株式会社グリーンアローズホールディングス取締役（現任）

当社執行役員社長室長

公益社団法人大阪府産業廃棄物協会

（現：公益社団法人大阪府産業資源循環協会）理事（現任）

株式会社大栄環境総研代表取締役

当社執行役員総合政策本部長

相生エコサービス株式会社代表取締役

肥前環境株式会社取締役

一般社団法人SusPla理事（現任）

株式会社スカラベサクレ取締役

当社副社長執行役員

当社代表取締役社長執行役員（現任）

大切にしている価値観は？
自分の目で見て確かめること

好きな言葉は？
素直

嬉しかった言葉は？
「大栄環境がきてくれてよかった」と
言っていただけたこと

好きな食べものは？
和食全般。特に茄子、青魚

趣味は？
温泉旅行
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新経営体制

One Team, Next Stage
大栄環境グループは、

2026年6月25日、新たな経営体制へ移行しました。

経営の継続性を確保しつつ、

変化の激しい事業環境において機動力とガバナンスを強化し、

持続的な成長と企業価値向上に取り組んでいきます。

出射 邦彦
専務執行役員

鰐部 仁
専務執行役員

下地 弘章
専務執行役員

8

9

10

釘宮 新一
常務執行役員経営管理本部長
兼経理部長

大塚 健護
常務執行役員総合政策本部長

山田 眞
常務執行役員技術部長

濱嶋 弘之
常務執行役員営業本部長

11

12

13

14

前山 泰彦
常務執行役員
兼三重中央開発株式会社常務取締役三重事業所長

中村 龍男
常務執行役員関東本部長
兼株式会社共同土木代表取締役

山口 渉
常務執行役員事業本部長
兼事業部長

久保 昭典
執行役員営業副本部長
兼関西営業部長

15

16

17

18

金子 文雄
代表取締役会長

下田 守彦
代表取締役社長執行役員

大田 成幸
取締役

峯森 章
取締役
（監査等委員）

1

2

3

4

11 12 13 14 15 16 17 18

北嶋 紀子
社外取締役
（監査等委員）

5

6

7

村井 一雅
社外取締役
（監査等委員）

村上 知子
社外取締役

取締役 社外取締役 執行役員

1 2

73 4 5 68910
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インプット
（強み）

マテリ
アリティ

アウトカム
（価値創造）

影響のある
メガトレンド

サステナビリティ基本方針

未来は、信頼から生まれる。

社会が得る価値 ● カーボンニュートラルの実現
● 循環経済の実現
● 廃棄物処理コストの抑制

● 技術革新
● 生物多様性

● 人口減少
● 気候変動
● 循環経済

大栄環境グループ
が得る価値

● 社会からの信頼
● 持続的な成長

地域社会に
根差し培った

信頼基盤

参入障壁が高く
効率的なワンストップ
サービスを支える

施設群

一般・産業廃棄物
の一体的処理を
推進する

実行力

経営
ビジョン

事業の永続性を高め、
環境創造企業として

進化する

資源循環の
高度化

持続可能な
廃棄物の
適正処理

地域循環共生圏への基盤づくり

廃棄物処理・資源循環は、地域の理解と信頼があって初めて成り立つ事業
です。大栄環境グループは、既存拠点での地域との関係をさらに深めると
ともに、新たなエリアでも地域コミュニケーションを通じて、多面的な価値
を創出する「地域循環共生圏」を構築するベースづくりを目指します。

● 地域との共存・地域への貢献
● 自治体との協力体制の拡充

5つのマテリアリティ
大栄環境グループは、環境・社会をとりまく課題や当社グループの事業課題をリストアップし、
ダブルマテリアリティの考え方により各種課題の重要度を検証する特定プロセスを経て、
2024年６月に５つの重要課題（マテリアリティ）を特定しました。各重要課題の構成要素とポイントを紹介します。

環境創造企業に向けた事業基盤強化

廃棄物処理施設の老朽化や財源不足に直面する自治体が増えています。
大栄環境グループは、全拠点で一般廃棄物と産業廃棄物を一体的に処理
できるようにすることで、自治体と連携しながら地域の課題解決に貢献する
とともに、カーボンニュートラルの実現を目指します。

● 一般廃棄物と産業廃棄物の一体的処理の推進
● 処理施設の能力増強・処理ネットワークの拡充

脱炭素社会への貢献と環境負荷の低減

2050年カーボンニュートラルの実現には、未利用の廃棄物をいかに循環
利用するかが重要です。大栄環境グループは、廃棄物から資源やエネル
ギーを可能な限り創出し、施設の省エネ化や周辺環境への負荷低減にも取
り組みながら、安心・安全な施設運営を目指します。

● 資源循環システムの高度化
● 創エネルギーと省エネルギーの推進

● 環境保全への取り組み

人的資本経営の推進

ステークホルダーの信頼に応え、事業の成長を支えるのは「人」です。「創
造・改革・挑戦」という経営理念を実践できる人財を育成しながら、全ての
従業員が生き生きと活躍できる職場環境を整えます。業界再編が進む中で
も、優れた人財の確保・発掘・育成を続けられる環境整備を進めます。

● 次世代リーダー層の育成
● 人財の確保・発掘・育成

● 働きやすい職場および
　ダイバーシティの基盤整備

経営の透明性とグループ力の向上

事業の拡大に伴い、ガバナンスの強化と経営の透明性向上の重要性が高
まっています。監査等委員会設置会社への移行を経て、今後も、情報セキュ
リティや労働安全衛生などの管理体制をさらに強化し、経営の透明性とグ
ループ全体の総合力を高めていきます。

● グループガバナンスの強化
● 企業倫理・コンプライアンスの徹底

● 情報セキュリティの強化
● 労働安全衛生の確保

価値創造プロセス／重要課題（マテリアリティ）

ビジネス
戦略

公民連携・
地域との共生
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● 資本コストとのバランスを意識し
て手元資金や有利子負債を活用

大栄環境グループは、カーボンニュートラルや循環経済への移行などの社会課題に取り組みつつ、

持続的な成長を実現していくために、５つの重要課題（マテリアリティ）を特定した上で、それらを解決するために

中期経営計画「D-Plan 2028～Foundation for Success～」を策定し、実践しています。

「D-Plan 2028」の位置付け

2031年3月期までのロードマップ

キャッシュアロケーション

2026年3月期の実績と今後の計画

　「D-Plan 2028」は、2031年3月期の目指す姿に向けた基盤づくりを、前半3年間

で実行するという位置付けです。オーガニック成長やM&Aによって事業規模や事業

エリアを拡大しつつ、成長投資を継続します。

財務戦略の各指標を一部見直し

　「九州エリアで最終処分事業を行う（株）スカラベサクレ

の連結子会社化により成長施策が大きく進展したこと」

「2026 年３月期連結業績および各施策が着実に進捗して

いる状況」を考慮し、2028年3月期の財務戦略の各指標

を一部見直しました。

　本業の稼ぐ力であるEBITDA については、当初計画の

360億円から20億円増加の380億円に修正しました。

　受入量は、最終処分場での廃棄物の受入量増加が見込

まれることなどにより、受入総量を当初の310 万トンから

18 万トン増加の329 万トンへ引き上げました。

　また、M&A 投資を493 億円実行したことや、このM&A

投資資金を借入で賄ったことにより、キャッシュアロケー

ションを見直しました。

2026年3月期の経営数値目標に対する進捗

　2026年3月期は、関西エリアを中心としたインフラ開

発案件の継続受注やパートナー企業および自治体との資

源循環システムの高度化に注力してまいりました。また、

連結子会社の（株）共同土木を中心とした関東エリアでの

廃棄物の受入強化に加えて、2025 年11 月に連結子会社

化した（株）スカラベサクレによる九州エリアでの廃棄物の

受入拡大が業績に寄与したことで、増収となりました。

　利益面に関しては、減価償却費及び人件費等の増加が

あった一方で、最終処分場での受入量増加による利益の

押し上げ等の結果、増益となり、連結売上高・営業利益と

もに過去最高の業績を達成することができました。

売上高
CAGR※

EBITDA
CAGR※

7.6% 11.9%

10.9% 11.0%

2026-2028
（計画）

2029-2031
（イメージ）

EBITDA・受入総量・M&A投資額を修正

2026年3月期実績
2028年3月期

当初目標（2025年5月公表）
2028年3月期

修正目標（2026年5月公表）

EBITDA

受入総量

M&A投資額

上記のほか、上記修正に関連するEBITDA CAGR、手元資金＋借入額、借入の返済についても修正

売上高（百万円）

営業利益（百万円）

営業利益率

EBITDA（百万円）

EBITDAマージン

1株当たり当期純利益（円）

80,178

21,548

26.9%

27,824

34.7%

145.54

87,855

22,189

25.3%

31,908

36.3%

159.93

93,900

24,300

25.9%

37,100

39.5%

164.25

2025年3月期
実績

2026年3月期
実績

2027年3月期
計画

100,000

25,000

25.0％

38,000

38.0％

169.46

D-Plan 2028
計画

中期経営計画「D-Plan 2028」の進捗

● 焼却等熱処理施設（PPP含む）、
最終処分場など、注力分野への投資

● 既存設備の維持更新投資

● 連結配当性向33％以上を維持しつつ累進配当
● 利益成長に応じた追加の株主還元
● M&A枠のうち未使用額については、追加の
株主還元に充当

一部指標を見直し。各施策は順調に進捗
319億円

281万t

493億円

360億円

310万t

100億円＋α

380億円

329万t

550億円＋α

成長投資

900億円＋α

● 「廃棄物処理・資源循環」を中心に、
受入量拡大に資する案件へ積極的に投資

● 継続的なEBITDAの成長
● 内製化等よるコスト削減

（2026年3月期 638億円）

（3月期）
（修正計画）（計画） （当初計画） （イメージ）

203120282026 2027 2028

EBITDA オーガニック売上高M&A

● 焼却等熱処理能力4,000t/日に
　（PPPも稼働開始）
● 最終処分場残容量15,000千ｍ３
以上に

● M&Aによる成長加速
● CCU事業着手

● 再資源化品の供給拡大
● 最終処分場の価値最大化
● M&Aによる成長
● 焼却等熱処理施設の整備期間（PPPを含む）

前 中期経営計画
2023–2025

D-Plan 2028
2026–2028

全ての目標を
達成

2031年3月期に向けた基盤づくり

2029–2031

過去最高の
業績を達成

2028年３月期計画

250 億円 25.0 ％

営業利益 営業利益率

878億円

319億円

939億円

371億円 380億円

1,000億円 1,000億円

360億円

1,400億円

520億円

手元資金 +借入

3年間の営業CF

M&A

成長領域への投資

維持更新投資

借入の返済

株主還元

成長投資の収益貢献 加速 850億円

550億円＋α
（2026年3月期 493億円）

540億円

360億円

140億円

160億円＋α

※CAGR＝年平均成長率
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2026年3月期の施策に対する進捗

戦略の進捗

2026年３月期のM&A実績

受入量拡大の計画（3月期）

グループ経営力向上
経営基盤強化施策

ガバナンス・リスク
管理体制のさらなる強化

従業員エンゲージメント最大化人的資本経営推進

累計７件協定締結

既存エリアでの
新増設計画を推進

年間埋立量の拡大に向けて
新規エリアでのM&Aを推進

取引自治体との取引範囲を拡充
取引エリアを全国規模へ拡大

シナジー（受入量拡大）が
見込める案件を積極的に実行

施設能力4,000t/日に向けて
５件のプラント着工

最終処分場の価値最大化
（容量当たりの売上高最大化）

動脈市場への供給拡大を通じた
再資源化事業の収益拡大

公民連携事業（PPP）の推進

最終処分場の
年間埋立計画量と残容量拡大

自治体との関係深化

M&Aによる事業エリアの拡大

焼却等熱処理施設能力の拡大

資源循環システムの高度化

成
長
施
策

執行役員の新たな選任と新体制への
移行に伴う役員人事を公表

エンゲージメントサーベイ等を活用し
環境改善に取り組む

兵庫県相生市での施設建設の許可取得
新たな協定締結を目指して進捗中

御坊第２期最終処分場供用開始
各最終処分場の増設計画も進捗中

九州エリア（（株）スカラベサクレ・
肥前環境（株））と東北エリア
（最終処分場の譲受）において進捗

取引自治体数487自治体→512自治体
25自治体増加

6件実行

公民連携事業（PPP）で
兵庫県相生市施設建設の許可取得
和泉エネルギープラザ、
西宮エネルギープラザの建設工事進行中

インフラ開発案件等の高付加価値物の
案件獲得に向けた取り組みを継続

DINS関西（株）プラ再資源化施設稼働開始
「iCEP PLASTICS」サービス拡大

（株）スカラベサクレをグループに迎え入れ、
受入量および最終処分場の残容量の拡大は大きく前進しています。

（株）スカラベサクレ連結子会社化によるシナジー

事業エリアの拡大
九州・沖縄エリアに新たに

最終処分場を確保できたことにより
事業エリアが拡大

年間埋立計画量と残容量の拡大
「D-Plan 2028」で掲げる

年間埋立計画量と
残容量の拡大に大きく貢献

長距離運搬の効率化
専用のバースを保有しているため、

海上輸送を活用し、広範囲なエリアから
廃棄物を効率的に受け入れることが可能

中期経営計画「D-Plan 2028」の進捗
中期経営計画「D-Plan 2028」の詳細は 

ウェブサイトをご覧ください。

　各施策は順調に進捗しています。2028年3月期までに

収益貢献する施策のうち、資源循環システムの高度化では、

連結子会社DINS関西（株）のプラスチック再資源化施設の

稼働開始や「iCEP PLASTICS」のサービス拡大により、リサ

イクルプラスチックの動脈市場への供給量、収益ともに

拡大しました。また、（株）スカラベサクレの連結子会社化に

より、廃棄物受入量の増加につなげることができています。

　2031年3月期に向けて収益貢献する施策については、

兵庫県相生市で進めている公民連携事業において施設建設

許可を取得し、今夏には建設着工の見込みです。最終処分

場の年間埋立計画量と残容量拡大に向けても、M&Aや最終

処分場を譲り受けたことにより大きく前進しました。

施策 概要 2026年３月期実績

→ P19-22参照

→ P23-26参照

→ P23-26、27-30参照

肥前環境（株）

事業拠点

事業区分

佐賀県伊万里市

最終処分場

● 最終処分場の容量確保
● 事業エリアの拡大
● 自治体との関係強化

2025年４月連結子会社化

M&Aによる
当社メリット

（株）コウキ

事業拠点

事業区分

兵庫県西宮市

廃棄物プラント施工・メンテナンス

● 設備メンテナンス及び新設の効率化
● プラント設計・運用ノウハウの取込

2026年１月連結子会社化

M&Aによる
当社メリット

京都エコサービス（株）

事業拠点

事業区分

京都府京都市

収集運搬・再資源化

● 一般廃棄物の
取り扱い事業エリアの拡大

● 自治体との関係強化

2025年５月連結子会社化

M&Aによる
当社メリット

（有）クリーンテック名張

（有）クリーンテック名張

事業拠点

事業区分

三重県名張市

収集運搬

● 一般廃棄物の
取り扱い事業エリアの拡大

● 自治体との関係強化

2025年４月連結子会社化

M&Aによる
当社メリット

（株）要興業

事業拠点

事業区分

東京都豊島区 他

収集運搬・再資源化

● 一般廃棄物の
取り扱い事業エリアの拡大

● 関東エリアでのシェア拡大

2025年10月持分法適用関連会社化

M&Aによる
当社メリット

（株）スカラベサクレ

事業拠点

事業区分

福岡県北九州市

最終処分場

● 九州・沖縄エリアでの
ワンストップ体制の構築

● 事業エリアの拡大

2025年11月連結子会社化

M&Aによる
当社メリット

京都エコサービス（株）

（株）要興業

（株）スカラベサクレ
（株）コウキ

肥前環境（株）

D-Plan 2028
より収益貢献

2031年３月期
に向けた施策

汚染土壌

33万t

2025年（実績）
受入総量

253万t

廃棄物

219万t
廃棄物

235万t

2026年（実績）
受入総量

281万t

汚染土壌

万t46

廃棄物

261万t

317万t

2027年（計画）
受入総量

汚染土壌

56万t

廃棄物

272万t

329 万t

2028年（修正計画）
受入総量

汚染土壌

56万t

https://www.dinsgr.co.jp/ir/midtermplan/


関東本部を設立した背景には、グループ会社間の

コミュニケーションを強化する狙いがあります。各社はい

ずれも大栄環境グループの規定やルール、戦略のもとで

事業を進めていますが、同じ方向を向いているつもりでも、

歴史や文化による違いが見えない壁となっていました。

　関東本部設立後は、オフィスが一つになり、振り返れば

そこに各社のメンバーがいる、という距離の近さが連携の

関東は国内で最大の市場であり、2026年３月期

の連結売上高の約15%を占めています。産業構造が多様

でニーズも幅広いからこそ、当社グループが提供できる

価値が大きく、さらなる成長の余地があると捉えています。

関東市場を一言で表すと、案件と情報の集積地で

す。再開発案件の規模が大きいことに加え、大手ゼネコン

や解体会社の本社機能がある東京には全国各地の現場

情報が集まり、計画から発注に至る意思決定が下されま

す。そのキーマンに直接アプローチできるという大きなメ

リットがある一方、既存の取引関係が根強い分野や指定

業者の壁も存在します。ここを開拓し、新規案件を受注し

ていくことが関東営業部の重要な責務です。

（株）海成は、2025年に大栄環境グループに加わ

りました。千葉を拠点に、約50年にわたり培ってきた解体

工事業の技術と顧客基盤を持ち、グループ内では廃棄物

処理の川上を担う役割を期待されています。関東エリア、

特に都心では今、大型再開発が増加している一方で中規模

案件が減少しています。しかし、中規模案件は市場の裾野

を広く支える領域です。数が絞られる中でもここを確実に

受注していくには、解体の先にある運搬や処理までを視野

に入れたアプローチが欠かせません。その点で、解体から

再資源化まで一気通貫で担えることはグループの強みに

なっています。

関東市場については、足元で急に大きく伸びると

いうより、これから先ゆっくり伸びていくイメージを持って

います。首都圏には築年数を重ねた建物が数多くあり、

今後、老朽化に伴う更新や建て替えが進むことで、新築需要

だけでなく解体需要も拡大すると見込まれています。そう

なれば、解体工事にとどまらず、その先の産業廃棄物処理

の領域にもプラスの効果が及ぶはずです。特に2028年

以降は、そうした案件が本格的に動き始めるとみています。

（株）浦安清運は、千葉県浦安市から委託を受けて

一般廃棄物の収集運搬を担っています。ライセンス上、エ

リアは浦安市に限定されるため、地域に密着して生活イン

フラを支えています。浦安市は、人口規模だけを見れば

首都圏で突出して大きい自治体ではありませんが、大型

テーマパークなどを有し、来訪者が多く、廃棄物量の変動

も大きいという特性があります。日々確実に収集を続けて

いくには、現場の実情に即した運行管理や対応が欠かせま

せん。当社は、約50年間業務を継続する中で、地域に

根差したオペレーションで信頼関係を築いてきました。関東

市場というと競争の激しい民間領域が目立ちますが、こう

した地域密着型の市場もあります。

質と意思決定のスピードを変えました。個別の案件や課題

には各社の社長や部門長が対応していますが、常にグルー

プの全体最適を意識した判断になっていると感じます。こ

うした連携の真価は、順調な時よりも問題が発生した時に

こそ発揮されると考えています。

営業面の対応も変わってきました。特に大きいの

は、その都度的確に報告・連絡・相談ができるようになっ

たことです。この環境があるからこそ、提案の幅が広がり

ます。（株）共同土木の中間処理、（株）海成の解体工事、

栄和リサイクル（株）の収集運搬――各社のサービスを組

み合わせ、単一サービスにとどまらない提案ができるよう

になりました。

案件を持ち込む営業担当の動き方自体にも、変化

が表れています。「この案件に海成の工事提案も加えれば

相乗効果が出るのでは」「共同土木とも組めそうだ」と、

以前にはなかった発想が自然と生まれ始めています。

実際、以前なら「当社はここまで」と線を引いてい

た仕事でも、案件ごとに各社の機能をどうつなげられるか

を考えるようになりました。例えば栄和リサイクル（株）は

営業と情報収集に強みを持つ一方、車両台数や人員には

限りがあります。そこを今は、（株）共同土木や（株）海成な

ど、グループ各社へ適切に引き継いでいけます。こうした

連携の延長で、新たに踏み込める領域も見えてきました。

とりわけ期待しているのが、（株）海成が強みを持っている

入札案件です。

（株）海成の立場としても、近年は大型の開発案件

が増加傾向にあり、相見積もりの結果、解体工事を受注で

きないケースもありました。しかし各社の営業と組むこと

で、同じ案件でも廃棄物処理など別領域の提案につなげら

れるようになっています。

　対応範囲にも柔軟性が増しました。部分的な参入につ

いても違う角度から打ち手を出せるようになったと実感し

ています。

お客さまからの見え方も変わってきていると思い

ます。これまで「廃棄物処理の会社」と思われていました

が、総合力で応えられるようになったことで、「そこまで任

せられるのか」と言っていただくことが増えました。

事業特性は異なりますが、（株）浦安清運も人財面

で大いに助けられています。人員が不足した際には、（株）

共同土木から応援を出してもらっています。実際に、それ

によって自社だけでは難しかった大型案件の受注も実現

しました。これも、グループ連携の価値だといえます。

連携が進むほど、利益をどう考えるかという論点

も浮かび上がります。例えば、解体工事から入った案件でも、

処理は（株）共同土木、収集運搬は栄和リサイクル（株）と、

一つの案件に複数社が関わるケースです。各社の利益向上

はもちろん、連結利益をどう最大化するかも問われます。

　営業利益率を高めるには、コスト削減だけでは限界があり

ます。グループ全体で売上規模を拡大し、スケールメリット

で収益性を高めることが重要です。そのための一手が、解体

工事を受注するための有資格者や管理技術者の増員です。

受注能力を十分に発揮できれば、より多くの案件を同時に

引き受けられるようになります。案件数が増えても設備など

の固定費は大きくは変わらないため、増えた売上は利益と

して残りやすく、利益率の大幅な改善が見込めます。これ

は、処理施設に投資して処理能力を高めるのと同じ発想

です。実際、関東エリア全体では売上・営業利益ともに拡大

しており、収益性はまだ高められると見ています。

営業の現場で言えば、今後避けて通れないのが価

格転嫁と人財の問題です。燃料費、電気代、人件費が上が

る中、従来通りの価格では収益性を維持しにくくなってい

ます。しかし、競争が激しい中で単純な値上げ要請は受け

入れられにくいのが実情です。だからこそ、価格だけでな

く提案の中身で選ばれる必要があります。解体から処理ま

で一貫して請け負えること、あるいは複数機能を組み合わ

せて価値を出せることが、差別化の決め手になっていくと

思います。

栄和リサイクル（株）は、外注先を活用して施工す

るビジネスモデルです。外注先に依存する事業構造に加え、

建設業の法改正で適正な労務費支払い要請が強まってお

り、利益の確保が難しくなってきています。自社の労務費

も上昇している上に、収集運搬事業では、処分費は連結側

の収益に計上され、自社単体での利益率は見えづらくなっ

ています。

　利益率の改善は、市場動向にも左右されます。関東市

場は、案件自体は多いものの、再開発計画の進み方次第で

は、大型案件の着工時期が数年単位で後ろ倒しになる

可能性があると見ています。着工が遅れると、想定してい

た売上・利益の計上時期もずれ込みます。そのため現在

は、各再開発案件の着工時期や工程の見通しをグループ

全体で収集・共有し、将来需要を見据えた営業戦略を展開

しています。利益率の改善は容易ではありませんが、中長期

の視点で準備を進めていきます。

外注先への依存度が高いと、利益率の低い状態が

続きます。だからこそ、どこまで内製化できるか、どうすれ

ば同時にこなせる案件数を増やせるか、という視点が重要

になります。連携によって受注の可能性が広がった今、次

に必要なのは、それを利益に変えていく体制づくりです。

価格転嫁が大きなテーマであることは、一般廃棄

物の収集運搬でも同様です。とりわけ収集運搬業は市場

の拡大が見込みにくいため、コスト管理や適正価格の維持

が欠かせません。この数年は労務費の上昇分を適切な価格

へ転嫁することに注力し、収益は改善傾向にあります。た

だ、人件費の上昇は今後も続く見通しのため、自治体だけ

でなく民間のお客さまとも継続的に交渉していく必要があ

ります。併せて、車両の使い方や経費管理といった面で

従業員の意識を高め、生産性の向上につなげていくことが

重要だと考えています。

今後の成長の鍵となるのが、大栄環境（株）の建設

業における東京営業所の開設です。ここを拠点として、大型

の解体工事の案件獲得を進めていきます。関東市場での

売上の伸びしろは大きく、（株）海成や栄和リサイクル（株）

をはじめ各社が連携して解体工事の領域を強化していけ

ば、成長を一気に加速できます。

既存施設の活用やリサイクル施設の新設といった

事業基盤の構築が、これから重要になります。今は、ター

ゲット設定や戦略立案は十分とはいえません。解体工事や

産廃処理、再開発などの案件情報を部門長クラスが横断的

に持ち寄り、グループ全体で戦略を練る体制を築くことが

できれば、関東エリアの強みはさらに大きくなるはずです。

現在の主戦場は東京・千葉・埼玉・神奈川ですが、

関東本部が次に目指すのは、福島県までを含めた広域展開

です。福島県内にはグループ会社の管理型最終処分場が

あり、新たに開設したいわき事業所と連携すれば、福島

エリアの廃棄物や土壌の処理需要も取り込めます。首都

圏からは中部方面よりも福島へ運搬する方が近い案件も

多く、これまで中部へ運んでいた分を福島へ回せば、運搬

コストやCO2の削減にも直結します。グループの施設を、

一層広い視野で活用していきます。

（株）浦安清運は、地域の生活インフラを支えると

いう、なくてはならない役割を担っています。今後は一般

廃棄物の収集運搬にとどまらず、地域貢献や生活インフラ

の維持という視点から、周辺領域でできることを着実に

広げていきます。

次の課題は、連携で生まれた変化を関東本部の

成長モデルとして確立することです。各社の機能がつながり

始めたことで、案件を見る視点も、強みの掛け合わせ方も

大きく変わりました。この手応えを、売上拡大と収益性向

上へと、確実につなげていきます。中期経営計画「D-Plan 

2028」の達成においても、関東エリアは大きな役割を担い

ます。提案力の質を磨き、グループの成長を牽引していき

ます。

大栄環境グループは、M&Aを通じて関東エリアで事業領域を拡大してきました。
解体工事、収集運搬、中間処理、最終処分など異なる領域で各社が強みを持つ一方で、
それらをどう掛け合わせ、グループとしての総合力をどう高めていくかが新たなテーマとなっています。
この課題に対応するため、営業・経営機能を集約し、
各社間の情報共有や意思決定を加速させる拠点として、
東京・神奈川・埼玉・千葉と、管理型処分場を有する福島を
担当エリアとする「関東本部」を2025年10月１日に設立しました。
本座談会では、関東市場の特性や課題、
M&A後に生まれ始めた変化、今後の展望について、
各社の社長と大栄環境（株）の関東エリアの責任者が語り合いました。

稲垣 貴志
株式会社海成
代表取締役

関東市場の特性と優位性・課題
情報集積地に見る開拓の可能性

関東本部設立後のシナジー
グループ連携で広がるビジネスの可能性

関東本部新設
栄和リサイクル（株）

（株）浦安清運／（株）アイア

（株）海成
（株）共同土木
関東エリアを拠点に、産業廃棄物の
収集運搬、中間処理に対応し、建設系
廃棄物や廃石綿等の処理など幅広い
ニーズに対応している。関東エリア
における中核処理拠点として、ハブ
機能を担う。

大栄環境（株）
関東本部

栄和リサイクル（株）

（株）海成

（株）共同土木

（株）浦安清運
（株）アイア

大栄環境（株）
いわき事業所

Talk Session 2

中村 龍男
大栄環境株式会社
常務執行役員関東本部長
兼株式会社共同土木
代表取締役

相澤 淳
栄和リサイクル株式会社
代表取締役 西本 大

株式会社浦安清運
代表取締役
株式会社アイア
代表取締役

小野 広将
大栄環境株式会社 関東営業部長
兼株式会社共同土木 取締役
兼栄和リサイクル株式会社 
常務取締役

東京都千代田区に拠点を置き、首都
圏を中心に、建設現場から発生する
産業廃棄物の収集運搬業、建物解体
工事業を展開。大手ゼネコンを主要
顧客に持ち、長年にわたり建設現場
を支えてきた。

千葉県を拠点に、関東エリアで建設
解体工事業および産業廃棄物の収集
運搬業を展開。国家資格者が多数在
籍し、さまざまな解体工事に対応でき
る点を強みに、官公庁や大手ゼネコン
をはじめとする幅広い取引先からの
施工実績を有する。

千葉県浦安市を拠点に、一般廃棄物
の収集運搬・再資源化、産業廃棄物
の収集運搬を行う。1972年に浦安
市の指定業者となり、家庭ごみや飲
食店・小売店・ホテルなどから排出さ
れる事業系一般廃棄物の収集運搬を
受託。地域に根ざし、自治体や地域住
民との信頼を築いている。

（株）東北エコークリーン

中村

小野

稲垣

相澤

西本

中村
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関東本部を設立した背景には、グループ会社間の

コミュニケーションを強化する狙いがあります。各社はい

ずれも大栄環境グループの規定やルール、戦略のもとで

事業を進めていますが、同じ方向を向いているつもりでも、

歴史や文化による違いが見えない壁となっていました。

　関東本部設立後は、オフィスが一つになり、振り返れば

そこに各社のメンバーがいる、という距離の近さが連携の

関東は国内で最大の市場であり、2026年３月期

の連結売上高の約15%を占めています。産業構造が多様

でニーズも幅広いからこそ、当社グループが提供できる

価値が大きく、さらなる成長の余地があると捉えています。

関東市場を一言で表すと、案件と情報の集積地で

す。再開発案件の規模が大きいことに加え、大手ゼネコン

や解体会社の本社機能がある東京には全国各地の現場

情報が集まり、計画から発注に至る意思決定が下されま

す。そのキーマンに直接アプローチできるという大きなメ

リットがある一方、既存の取引関係が根強い分野や指定

業者の壁も存在します。ここを開拓し、新規案件を受注し

ていくことが関東営業部の重要な責務です。

（株）海成は、2025年に大栄環境グループに加わ

りました。千葉を拠点に、約50年にわたり培ってきた解体

工事業の技術と顧客基盤を持ち、グループ内では廃棄物

処理の川上を担う役割を期待されています。関東エリア、

特に都心では今、大型再開発が増加している一方で中規模

案件が減少しています。しかし、中規模案件は市場の裾野

を広く支える領域です。数が絞られる中でもここを確実に

受注していくには、解体の先にある運搬や処理までを視野

に入れたアプローチが欠かせません。その点で、解体から

再資源化まで一気通貫で担えることはグループの強みに

なっています。

関東市場については、足元で急に大きく伸びると

いうより、これから先ゆっくり伸びていくイメージを持って

います。首都圏には築年数を重ねた建物が数多くあり、

今後、老朽化に伴う更新や建て替えが進むことで、新築需要

だけでなく解体需要も拡大すると見込まれています。そう

なれば、解体工事にとどまらず、その先の産業廃棄物処理

の領域にもプラスの効果が及ぶはずです。特に2028年

以降は、そうした案件が本格的に動き始めるとみています。

（株）浦安清運は、千葉県浦安市から委託を受けて

一般廃棄物の収集運搬を担っています。ライセンス上、エ

リアは浦安市に限定されるため、地域に密着して生活イン

フラを支えています。浦安市は、人口規模だけを見れば

首都圏で突出して大きい自治体ではありませんが、大型

テーマパークなどを有し、来訪者が多く、廃棄物量の変動

も大きいという特性があります。日々確実に収集を続けて

いくには、現場の実情に即した運行管理や対応が欠かせま

せん。当社は、約50年間業務を継続する中で、地域に

根差したオペレーションで信頼関係を築いてきました。関東

市場というと競争の激しい民間領域が目立ちますが、こう

した地域密着型の市場もあります。

質と意思決定のスピードを変えました。個別の案件や課題

には各社の社長や部門長が対応していますが、常にグルー

プの全体最適を意識した判断になっていると感じます。こ

うした連携の真価は、順調な時よりも問題が発生した時に

こそ発揮されると考えています。

営業面の対応も変わってきました。特に大きいの

は、その都度的確に報告・連絡・相談ができるようになっ

たことです。この環境があるからこそ、提案の幅が広がり

ます。（株）共同土木の中間処理、（株）海成の解体工事、

栄和リサイクル（株）の収集運搬――各社のサービスを組

み合わせ、単一サービスにとどまらない提案ができるよう

になりました。

案件を持ち込む営業担当の動き方自体にも、変化

が表れています。「この案件に海成の工事提案も加えれば

相乗効果が出るのでは」「共同土木とも組めそうだ」と、

以前にはなかった発想が自然と生まれ始めています。

実際、以前なら「当社はここまで」と線を引いてい

た仕事でも、案件ごとに各社の機能をどうつなげられるか

を考えるようになりました。例えば栄和リサイクル（株）は

営業と情報収集に強みを持つ一方、車両台数や人員には

限りがあります。そこを今は、（株）共同土木や（株）海成な

ど、グループ各社へ適切に引き継いでいけます。こうした

連携の延長で、新たに踏み込める領域も見えてきました。

とりわけ期待しているのが、（株）海成が強みを持っている

入札案件です。

関東本部新設

（株）海成の立場としても、近年は大型の開発案件

が増加傾向にあり、相見積もりの結果、解体工事を受注で

きないケースもありました。しかし各社の営業と組むこと

で、同じ案件でも廃棄物処理など別領域の提案につなげら

れるようになっています。

　対応範囲にも柔軟性が増しました。部分的な参入につ

いても違う角度から打ち手を出せるようになったと実感し

ています。

お客さまからの見え方も変わってきていると思い

ます。これまで「廃棄物処理の会社」と思われていました

が、総合力で応えられるようになったことで、「そこまで任

せられるのか」と言っていただくことが増えました。

事業特性は異なりますが、（株）浦安清運も人財面

で大いに助けられています。人員が不足した際には、（株）

共同土木から応援を出してもらっています。実際に、それ

によって自社だけでは難しかった大型案件の受注も実現

しました。これも、グループ連携の価値だといえます。

連携が進むほど、利益をどう考えるかという論点

も浮かび上がります。例えば、解体工事から入った案件でも、

処理は（株）共同土木、収集運搬は栄和リサイクル（株）と、

一つの案件に複数社が関わるケースです。各社の利益向上

はもちろん、連結利益をどう最大化するかも問われます。

　営業利益率を高めるには、コスト削減だけでは限界があり

ます。グループ全体で売上規模を拡大し、スケールメリット

で収益性を高めることが重要です。そのための一手が、解体

工事を受注するための有資格者や管理技術者の増員です。

受注能力を十分に発揮できれば、より多くの案件を同時に

引き受けられるようになります。案件数が増えても設備など

の固定費は大きくは変わらないため、増えた売上は利益と

して残りやすく、利益率の大幅な改善が見込めます。これ

は、処理施設に投資して処理能力を高めるのと同じ発想

です。実際、関東エリア全体では売上・営業利益ともに拡大

しており、収益性はまだ高められると見ています。

営業の現場で言えば、今後避けて通れないのが価

格転嫁と人財の問題です。燃料費、電気代、人件費が上が

る中、従来通りの価格では収益性を維持しにくくなってい

ます。しかし、競争が激しい中で単純な値上げ要請は受け

入れられにくいのが実情です。だからこそ、価格だけでな

く提案の中身で選ばれる必要があります。解体から処理ま

で一貫して請け負えること、あるいは複数機能を組み合わ

せて価値を出せることが、差別化の決め手になっていくと

思います。

栄和リサイクル（株）は、外注先を活用して施工す

るビジネスモデルです。外注先に依存する事業構造に加え、

建設業の法改正で適正な労務費支払い要請が強まってお

り、利益の確保が難しくなってきています。自社の労務費

も上昇している上に、収集運搬事業では、処分費は連結側

の収益に計上され、自社単体での利益率は見えづらくなっ

ています。

　利益率の改善は、市場動向にも左右されます。関東市

場は、案件自体は多いものの、再開発計画の進み方次第で

は、大型案件の着工時期が数年単位で後ろ倒しになる

可能性があると見ています。着工が遅れると、想定してい

た売上・利益の計上時期もずれ込みます。そのため現在

は、各再開発案件の着工時期や工程の見通しをグループ

全体で収集・共有し、将来需要を見据えた営業戦略を展開

しています。利益率の改善は容易ではありませんが、中長期

の視点で準備を進めていきます。

外注先への依存度が高いと、利益率の低い状態が

続きます。だからこそ、どこまで内製化できるか、どうすれ

ば同時にこなせる案件数を増やせるか、という視点が重要

になります。連携によって受注の可能性が広がった今、次

に必要なのは、それを利益に変えていく体制づくりです。

価格転嫁が大きなテーマであることは、一般廃棄

物の収集運搬でも同様です。とりわけ収集運搬業は市場

の拡大が見込みにくいため、コスト管理や適正価格の維持

が欠かせません。この数年は労務費の上昇分を適切な価格

へ転嫁することに注力し、収益は改善傾向にあります。た

だ、人件費の上昇は今後も続く見通しのため、自治体だけ

でなく民間のお客さまとも継続的に交渉していく必要があ

ります。併せて、車両の使い方や経費管理といった面で

従業員の意識を高め、生産性の向上につなげていくことが

重要だと考えています。

今後の成長の鍵となるのが、大栄環境（株）の建設

業における東京営業所の開設です。ここを拠点として、大型

の解体工事の案件獲得を進めていきます。関東市場での

売上の伸びしろは大きく、（株）海成や栄和リサイクル（株）

をはじめ各社が連携して解体工事の領域を強化していけ

ば、成長を一気に加速できます。

既存施設の活用やリサイクル施設の新設といった

事業基盤の構築が、これから重要になります。今は、ター

ゲット設定や戦略立案は十分とはいえません。解体工事や

産廃処理、再開発などの案件情報を部門長クラスが横断的

に持ち寄り、グループ全体で戦略を練る体制を築くことが

できれば、関東エリアの強みはさらに大きくなるはずです。

現在の主戦場は東京・千葉・埼玉・神奈川ですが、

関東本部が次に目指すのは、福島県までを含めた広域展開

です。福島県内にはグループ会社の管理型最終処分場が

あり、新たに開設したいわき事業所と連携すれば、福島

エリアの廃棄物や土壌の処理需要も取り込めます。首都

圏からは中部方面よりも福島へ運搬する方が近い案件も

多く、これまで中部へ運んでいた分を福島へ回せば、運搬

コストやCO2の削減にも直結します。グループの施設を、

一層広い視野で活用していきます。

（株）浦安清運は、地域の生活インフラを支えると

いう、なくてはならない役割を担っています。今後は一般

廃棄物の収集運搬にとどまらず、地域貢献や生活インフラ

の維持という視点から、周辺領域でできることを着実に

広げていきます。

次の課題は、連携で生まれた変化を関東本部の

成長モデルとして確立することです。各社の機能がつながり

始めたことで、案件を見る視点も、強みの掛け合わせ方も

大きく変わりました。この手応えを、売上拡大と収益性向

上へと、確実につなげていきます。中期経営計画「D-Plan 

2028」の達成においても、関東エリアは大きな役割を担い

ます。提案力の質を磨き、グループの成長を牽引していき

ます。

収益力強化に向けた道筋
連携で挑む連結利益の最大化

今後の抱負
関東エリアを起点に描く成長モデル

関東エリアの市場環境特性・今後の動向を踏まえて連携、シナジー効果を発揮

収集運搬

産業廃棄物

一般廃棄物

中間処理 最終処分建物解体工事

栄和リサイクル（株）（首都圏中心）
（株）東北エコークリーン

（株）浦安清運／（株）アイア（浦安市）

大規模施設等を有する
市の指定事業者

（首都圏から関東エリア）（株）共同土木

いわき事業所大栄環境（株）

関東から近い場所で
処理することで
物流コスト削減効果

新設

Talk Session 1

関東エリアのハブ機能

（株）海成 （千葉県中心）

小野

稲垣

相澤

西本

中村

小野

中村

相澤

稲垣

小野

西本

中村

小野

相澤

西本

稲垣
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法令遵守に直結する領域であり、ばらつきがあれば特定の

子会社にリスクが偏りかねません。グループ全体の人事制

度を一元的に運用することで、コンプライアンスの強化だ

けでなく、従業員が安心して働ける環境が整い、ひいては

安定した組織基盤につながると考えています。

 石川　今の課題は、組織の拡大スピードに「マネジメント

人財の育成」が追いついているかどうかという点です。グ

ループの成長を支える上で、人的資本は避けて通れない

テーマです。当社グループには専門的なスキルを持つ従

業員がたくさんいます。一方で、組織を束ね部下を育成し、

ガバナンスの考え方を現場の一人ひとりにまで浸透させら

れるリーダー層はもっと増やしていく必要があります。風

通しのよい職場環境を作るためにも、そうした人財のマネ

ジメント力の向上は欠かせません。長年続けてきた次世代

リーダー層の育成を、今後は一層強化していきます。

 山口　次世代というと若手にバトンタッチするイメージを

持たれがちですが、必ずしも次世代が若手を指すとは限ら

ないと思います。これまで組織を支えてきた先輩方がいて

こその今ですから、その知見や長年の現場経験は次の時

代を築く上でも欠かせません。若手だけでなく、やはり先

輩方の力も借りながら共に成長していくことが大切です。

 釘宮　もう一つ重視したいのが、「創業者精神の継承」で

す。グループの規模が大きくなるほど会社のアイデンティ

ティが薄れていくリスクが高まるため、研修では、創業者

がどのような想いでこの会社を築いてきたかを伝える場を

設けています。一度伝えて終わりではなく、世代を超えて

継承していく文化を醸成することが重要です。創業者精神

が浸透することで、従業員が会社や自身の仕事に誇りを持

ち、社会に貢献していることを実感しながら働けるように

なります。それが、モラルとガバナンスを支える土台にも

なります。

 鰐部　金子会長が下地前会長からバトンを受け取った時

のことが思い出されます。朝礼で自ら創業者精神の継承に

ついて語り、社内報でも丁寧に綴っていました。理念や価

値観を受け継ぐ重要性を意識してのことでしょう。今年、

新社長が就任する節目を迎え、まさに

世代を超えてどう継承していくかが改

めて問われます。M&Aで加わった会社

についても、制度や仕組みによる統合

にとどまらず、当社グループが大切にし

ている価値観を浸透させていくことが

大事です。これがグループ一体経営の実効性を左右しま

す。選抜研修で経営理念を理解し実践できる人財の育成に

力を入れているのも、そのためです。

 石川　グループが拡大する中では、部門や会社の枠を超

えて連携し、組織を前に進めていくコミュニケーション力

もこれまで以上に重要になります。

 武田　監査の立場から見ても、グルー

プ全体で理念を共有し継承する風土を

醸成する意義は大きく、それを支えるコ

ミュニケーション力もまた不可欠だと考

えます。不正の予防は内部統制だけで

完結するものではなく、一人ひとりの倫

理意識や相談しやすい職場風土が大きく影響するためで

す。グループ内の人財交流や組織横断的なコミュニケー

ションは、エンゲージメントの向上だけでなく、ガバナンス

の強化にもつながります。私は、人と人との交流が進むほ

ど会社やグループへの理解が深まり、組織への帰属意識

が芽生え、その先に相談や報告が自然と上がってくる組織

風土が育まれていくと考えています。

 山口　そうした風土を育てる上でも、グループ横断での

ジョブローテーションを活発化させていく方針です。この

取り組みは人財育成にも直結します。特に現場のリーダー

には、異なる部署や施設を経験してもらい、多角的な視点

を養ってほしいと思います。「この人がいなければ困る」と

いう現場の事情もあるかもしれませんが、そこで躊躇して

いては経験を積む機会が失われ、人も組織も成長が鈍化

します。グループとして強くなるためにも、ここは積極的に

進めなければなりません。

 石川　実際の運用としては、人財公募制度や年一回の自

己申告で異動希望を汲み取るなど、本人が自ら手を挙げる

仕組みを導入し、希望を出しやすい環境づくりを進めてい

ます。一方で、現場は人財不足で異動が難しいという現実

もあるので、採用面で柔軟性を高め、優

秀な人財を安定的に確保していく必要

もあります。キャリア採用の要件の見直

しに加え、休日の増加など働き方の改

善も含め、選ばれる職場づくりを進めて

人財を確保し、組織の土台を固めてい

きます。

 釘宮　近年は、組織の構成も変わってきています。新卒

入社よりキャリア入社の比率が高く、それぞれに異なる経

歴や背景を持つ人財が増えているので、次世代を担うリー

ダーも、自ずとこうした人財の中から年齢や性別にかかわ

らず登用することになります。人財が多様化するほど、メン

バーをまとめるリーダーの資質も問われます。今後は、現

場の納得感を引き出すコミュニケーション力とマネジメン

ト力の底上げに一層注力していきたいと思います。

 釘宮　中期経営計画「D-Plan 2028」では、戦略の柱の

一つにM&Aを掲げています。1年目（2026年3月期）は、

東京を中心に廃棄物処理・資源循環事業を展開する（株）

要興業や北九州市で大型の最終処分場を運営する（株）ス

カラベサクレをはじめ、6件を実施しました。大型のM&A

を実行できたことは一つの成果ですが、肝心なのはここか

ら先。PMIの成功にこそ、グループ経営の真価が問われま

す。名実ともにグループを一体化させてシナジーを創出し、

M&Aの成果を最大化していきます。

 鰐部　当社が2022年12月に上場した時には連結子会

社数が29社でしたが、現在は47社に増えています。連結

子会社47社のうち、M&Aにより当社のグループ会社と

なったのは31社です。2026年中には連結子会社が50社

を超える可能性もあると見ています。

　新たに加わった会社には、経営陣だけでなく、内部統制

の担当者や事業本部の管理者も足を運びコミュニケー

ションを図っています。連結子会社数の増加に伴い、子会

社に伴走するマネジメント人財を育成するスピードが重要

になってきます。早期に育成して人財を増やし、グループ

拡大に対応していかなければ、シナジー発揮が遅れ成長

の足かせになりかねません。

 石川　人財の確保については、先ほど申し上げたように、

従業員のキャリアの選択肢を広げる人財公募制度や採用

強化に向けたキャリア採用の基準見直しに加え、休日数の

増加や福利厚生の改善など、多面的な施策を進めていま

す。育成については、2014年から続けている選抜研修を

執行役員、次世代リーダー、選抜従業員向けと3段階に分

けて実施し、年間100人規模が受講しています。ただし、

研修だけでマネジメントに必要なスキルが身につくとは限

りません。実地での経験と組み合わせ、実践力のある人財

層を厚くしていきます。

 釘宮　育成が必要なのは、マネジメン

ト人財だけではありません。グループの

拡大に伴い、人事や経理、事業本部など

子会社管理を一元的に担う本部側でも、

人員体制の強化が求められます。マネ

ジメント人財とそれを支える本部の各部署の人財を両輪

で確保していくことが、真の意味でのグループ化を実現す

る土台になります。

 石川　「D-Plan 2028」では、「従業員エンゲージメント最

大化」も重要施策の一つに掲げています。当社グループで

は、エンゲージメントサーベイを自社で運用し、前期や全

社平均との差分を確認しながら、改善余地のある拠点に

対してはヒアリングをして改善につなげています。こうし

た継続的な取り組みによって、事業所単位の状態をきめ細

かく把握する体制が整いつつあります。サーベイ結果を見

ると、当社グループでは「理念の継承」や「ガバナンスを重

視した運営」のスコアが高い傾向にあります。これは、

M&Aを軸に事業を広げていく上で大きな強みであり、今

後さらに磨いていける領域だと感じています。 

 山口　事業本部としては、「D-Plan 2028」の達成と将来

の成長のために、安全の確保を最優先に進めています。安

全基盤が脆弱では、事業そのものへの信頼が揺らぎ、従業

員のエンゲージメントは低下し、グループの持続的成長も

損なわれます。リスクアセスメントの強化や安全会議の積

み重ねで強固な土台を築いてこそ、成長戦略が機能しま

す。その上で、廃棄物の選別技術の向上やAI活用によっ

て資源循環を高度化し、最終処分場の価値最大化を図っ

ていきます。

 釘宮　こうした目標を着実に進めるためにも、組織基盤

の強化が重要です。今後は各部長クラスが議論する場を

設け、横の連携をさらに深めることに注力します。経営管

理本部長として、各現場から能動的に提案が上がる仕組

みを整え、ガバナンス強化につなげていきます。

 武田　M&Aの進展によるグループ規模の拡大に伴い、

統制の難易度自体が高まっていると感じています。グルー

プとして一定の統制レベルを維持していくためには、仕組

みの整備に加えて、その運用状況を継続的にチェックして

いくことが不可欠です。監査室としては、そうした観点か

ら各社の内部統制整備に力を注ぎ、実効性を確認するとと

もに、課題があれば早期に改善につなげていくことで、グ

ループ一体化の一翼を担いたいと思います。

 山口　私が大切にしているのは、ガバ

ナンスを支える信頼関係を現場で築くこ

とです。安全パトロールで拠点を訪れた

際には、できるだけ従業員に声をかける

よう心がけています。風通しのよい環境

を作り、安全対策をはじめとする取り組

みを現場と共に進めていきます。

 鰐部　従業員の皆さんと接していると、一人ひとりからグ

ループをよくしたいという強い想いが伝わってきます。私

も子会社管理担当として、それぞれの子会社がその会社ら

しい価値を発揮できるよう伴走し、グループの成長に貢献

していきます。

M&Aの加速により連結子会社数は2022年12月上場時の29社から47社へ拡大しています。
持続的成長を支えるグループガバナンスの実効性とは何か。
本座談会では、大栄環境（株）の各部門の実務責任者が集まり、子会社管理の仕組みから人財育成、
中期経営計画「D-Plan 2028」の実現に向けた現状と課題、展望を語り合いました。

グループ一体経営の深化
M&A拡大を支える統制とシナジー

人的資本と次世代組織の構築
創業者精神を継承し、挑戦を支える人財育成

 釘宮　近年、多くの上場企業で子会社に起因する不祥事

が後を絶ちません。投資家の皆さまからも「M&Aで急拡

大する大栄環境の管理体制に問題はないか」という声を頂

くことが増えました。当社グループのガバナンスの根幹は、

大栄環境（株）グループ本部（以下、本部）による一極集中

型管理です。各子会社の経理、人事、総務担当は、日々の

業務を担っていますが、各種重要な意思決定は、本部が一

括して行っています。一方、財務面については、月次、年次

決算から税務申告に至るまで、グループの決算に関わる業

務は全て本部の経理部が担っており、子会社が単独で決

算を確定することはできません。構造的に不正が起きにく

い体制を敷いている点が最大の特徴です。

 鰐部　子会社管理の観点で申し上げると、今の一極集中

型管理の仕組みに加えて、意思決定プロセスの設計も重

鰐部 仁
専務執行役員
子会社管理担当

釘宮 新一
常務執行役員経営管理本部長兼経理部長

経営管理担当

山口 渉
常務執行役員事業本部長兼事業部長

事業副担当

石川 靖久
経営管理本部

副本部長兼総務部長

M&A後の
PMI推進と

グループ経営体制
の強化を担う。

事業部門の
責任者として、
現場のシナジー
創出を牽引。

人財戦略を含む
経営基盤強化
全般を担い、

グループ一体経営
を推進。

内部監査・内部統制
の実効性向上を担う。

職場環境や
モラル向上にも

注力。

武田 浩一
監査室長

要です。一定以上の重要案件については、子会社の経営

会議から親会社のグループ経営会議へ、さらに取締役会

を経て最終決議へと至るステップを踏みます。職務権限も

細かく定め、その範囲から意思決定が逸脱しないようにし

ています。こうした体制は、M&Aでグループに加わった会

社の方々の目には窮屈に映るかもしれません。M&A直後

はただでさえ不安を感じるものですから、私は「管理する」

より「共に歩む」という姿勢を大切にしています。これまで

も、現地を訪れて社長や従業員の方 と々直接対話を重ねな

がら、誠実さを大切にするグループの価値観を共有してき

ました。ルールは明確に定めつつ、経営上の悩みや現場の

課題を気兼ねなく相談し合える、双方向の信頼関係を築く

ことを心がけています。

 武田　監査室の業務の本質的な目的は、不正を見つける

こと以上に「不正を起こさせない」環境や仕組みを整える

こと、すなわち未然防止にあります。不正のトライアング

ルといわれるように、組織における不正行為の背景には

「機会」と「動機」と「正当化」の3要素が存在するとされて

います。不正を防ぐには、機会を減らす統制、動機を生ま

ないための相談しやすい環境、正当化を許さない倫理意

識、この3つを機能させることが大切です。監査室では、

J-SOX対応も担っています。M&Aによって新たにグルー

プ入りした会社のうち、J-SOX評価の対象となる子会社に

は、内部統制の整備を支援し、速やかに当社グループの標

準レベルに揃えることが私の役割だと考えています。子会

社の方々にとっては親会社のルールに戸惑うこともあると

思うので、同時に、監査室が相談窓口となって早期に関係

性を築くことも重視しています。現場の努力とこうした関

わりが実を結び、内部監査の結果は年々改善されていま

す。昨年も今年も重大な違反は確認されていません。

 山口　事業面から考えると、シナジー創出こそがM&Aの

真価です。グループのネットワークを活かし、エリアをまた

いだ配車の効率化や施設間での廃棄物の最適配分など、

グループ全体で最適化を図る取り組みが進んでいます。

営業活動でも会社間の連携が広がると同時に、設備の共

同活用によるコスト削減といった効果も生まれています。

こうした連携ができるのは、本部に情報が集約されている

からこそ。人財・設備・資金を横断的に活用し、一社単独

では難しかった成果をグループ全体で生み出すことができ

ています。

 石川　グループガバナンスを強化するには、人事制度の

整備も重要です。グループが拡大していく局面では、各社

の人事制度や労務管理の運用を統一していないままだと、

ガバナンスの実効性を保ちにくくなります。特に労務面は

本部一極集中
管理体制のもと、
財務・経理面で

グループガバナンス
を支える。

グループガバナンスの強化
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法令遵守に直結する領域であり、ばらつきがあれば特定の

子会社にリスクが偏りかねません。グループ全体の人事制

度を一元的に運用することで、コンプライアンスの強化だ

けでなく、従業員が安心して働ける環境が整い、ひいては

安定した組織基盤につながると考えています。

 石川　今の課題は、組織の拡大スピードに「マネジメント

人財の育成」が追いついているかどうかという点です。グ

ループの成長を支える上で、人的資本は避けて通れない

テーマです。当社グループには専門的なスキルを持つ従

業員がたくさんいます。一方で、組織を束ね部下を育成し、

ガバナンスの考え方を現場の一人ひとりにまで浸透させら

れるリーダー層はもっと増やしていく必要があります。風

通しのよい職場環境を作るためにも、そうした人財のマネ

ジメント力の向上は欠かせません。長年続けてきた次世代

リーダー層の育成を、今後は一層強化していきます。

 山口　次世代というと若手にバトンタッチするイメージを

持たれがちですが、必ずしも次世代が若手を指すとは限ら

ないと思います。これまで組織を支えてきた先輩方がいて

こその今ですから、その知見や長年の現場経験は次の時

代を築く上でも欠かせません。若手だけでなく、やはり先

輩方の力も借りながら共に成長していくことが大切です。

 釘宮　もう一つ重視したいのが、「創業者精神の継承」で

す。グループの規模が大きくなるほど会社のアイデンティ

ティが薄れていくリスクが高まるため、研修では、創業者

がどのような想いでこの会社を築いてきたかを伝える場を

設けています。一度伝えて終わりではなく、世代を超えて

継承していく文化を醸成することが重要です。創業者精神

が浸透することで、従業員が会社や自身の仕事に誇りを持

ち、社会に貢献していることを実感しながら働けるように

なります。それが、モラルとガバナンスを支える土台にも

なります。

 鰐部　金子会長が下地前会長からバトンを受け取った時

のことが思い出されます。朝礼で自ら創業者精神の継承に

ついて語り、社内報でも丁寧に綴っていました。理念や価

値観を受け継ぐ重要性を意識してのことでしょう。今年、

新社長が就任する節目を迎え、まさに

世代を超えてどう継承していくかが改

めて問われます。M&Aで加わった会社

についても、制度や仕組みによる統合

にとどまらず、当社グループが大切にし

ている価値観を浸透させていくことが

大事です。これがグループ一体経営の実効性を左右しま

す。選抜研修で経営理念を理解し実践できる人財の育成に

力を入れているのも、そのためです。

 石川　グループが拡大する中では、部門や会社の枠を超

えて連携し、組織を前に進めていくコミュニケーション力

もこれまで以上に重要になります。

 武田　監査の立場から見ても、グルー

プ全体で理念を共有し継承する風土を

醸成する意義は大きく、それを支えるコ

ミュニケーション力もまた不可欠だと考

えます。不正の予防は内部統制だけで

完結するものではなく、一人ひとりの倫

理意識や相談しやすい職場風土が大きく影響するためで

す。グループ内の人財交流や組織横断的なコミュニケー

ションは、エンゲージメントの向上だけでなく、ガバナンス

の強化にもつながります。私は、人と人との交流が進むほ

ど会社やグループへの理解が深まり、組織への帰属意識

が芽生え、その先に相談や報告が自然と上がってくる組織

風土が育まれていくと考えています。

 山口　そうした風土を育てる上でも、グループ横断での

ジョブローテーションを活発化させていく方針です。この

取り組みは人財育成にも直結します。特に現場のリーダー

には、異なる部署や施設を経験してもらい、多角的な視点

を養ってほしいと思います。「この人がいなければ困る」と

いう現場の事情もあるかもしれませんが、そこで躊躇して

いては経験を積む機会が失われ、人も組織も成長が鈍化

します。グループとして強くなるためにも、ここは積極的に

進めなければなりません。

 石川　実際の運用としては、人財公募制度や年一回の自

己申告で異動希望を汲み取るなど、本人が自ら手を挙げる

仕組みを導入し、希望を出しやすい環境づくりを進めてい

ます。一方で、現場は人財不足で異動が難しいという現実

もあるので、採用面で柔軟性を高め、優

秀な人財を安定的に確保していく必要

もあります。キャリア採用の要件の見直

しに加え、休日の増加など働き方の改

善も含め、選ばれる職場づくりを進めて

人財を確保し、組織の土台を固めてい

きます。

 釘宮　近年は、組織の構成も変わってきています。新卒

入社よりキャリア入社の比率が高く、それぞれに異なる経

歴や背景を持つ人財が増えているので、次世代を担うリー

ダーも、自ずとこうした人財の中から年齢や性別にかかわ

らず登用することになります。人財が多様化するほど、メン

バーをまとめるリーダーの資質も問われます。今後は、現

場の納得感を引き出すコミュニケーション力とマネジメン

ト力の底上げに一層注力していきたいと思います。

 釘宮　中期経営計画「D-Plan 2028」では、戦略の柱の

一つにM&Aを掲げています。1年目（2026年3月期）は、

東京を中心に廃棄物処理・資源循環事業を展開する（株）

要興業や北九州市で大型の最終処分場を運営する（株）ス

カラベサクレをはじめ、6件を実施しました。大型のM&A

を実行できたことは一つの成果ですが、肝心なのはここか

ら先。PMIの成功にこそ、グループ経営の真価が問われま

す。名実ともにグループを一体化させてシナジーを創出し、

M&Aの成果を最大化していきます。

 鰐部　当社が2022年12月に上場した時には連結子会

社数が29社でしたが、現在は47社に増えています。連結

子会社47社のうち、M&Aにより当社のグループ会社と

なったのは31社です。2026年中には連結子会社が50社

を超える可能性もあると見ています。

　新たに加わった会社には、経営陣だけでなく、内部統制

の担当者や事業本部の管理者も足を運びコミュニケー

ションを図っています。連結子会社数の増加に伴い、子会

社に伴走するマネジメント人財を育成するスピードが重要

になってきます。早期に育成して人財を増やし、グループ

拡大に対応していかなければ、シナジー発揮が遅れ成長

の足かせになりかねません。

 石川　人財の確保については、先ほど申し上げたように、

従業員のキャリアの選択肢を広げる人財公募制度や採用

強化に向けたキャリア採用の基準見直しに加え、休日数の

増加や福利厚生の改善など、多面的な施策を進めていま

す。育成については、2014年から続けている選抜研修を

執行役員、次世代リーダー、選抜従業員向けと3段階に分

けて実施し、年間100人規模が受講しています。ただし、

研修だけでマネジメントに必要なスキルが身につくとは限

りません。実地での経験と組み合わせ、実践力のある人財

層を厚くしていきます。

 釘宮　育成が必要なのは、マネジメン

ト人財だけではありません。グループの

拡大に伴い、人事や経理、事業本部など

子会社管理を一元的に担う本部側でも、

人員体制の強化が求められます。マネ

ジメント人財とそれを支える本部の各部署の人財を両輪

で確保していくことが、真の意味でのグループ化を実現す

る土台になります。

 石川　「D-Plan 2028」では、「従業員エンゲージメント最

大化」も重要施策の一つに掲げています。当社グループで

は、エンゲージメントサーベイを自社で運用し、前期や全

社平均との差分を確認しながら、改善余地のある拠点に

対してはヒアリングをして改善につなげています。こうし

た継続的な取り組みによって、事業所単位の状態をきめ細

かく把握する体制が整いつつあります。サーベイ結果を見

ると、当社グループでは「理念の継承」や「ガバナンスを重

視した運営」のスコアが高い傾向にあります。これは、

M&Aを軸に事業を広げていく上で大きな強みであり、今

後さらに磨いていける領域だと感じています。 

 山口　事業本部としては、「D-Plan 2028」の達成と将来

の成長のために、安全の確保を最優先に進めています。安

全基盤が脆弱では、事業そのものへの信頼が揺らぎ、従業

員のエンゲージメントは低下し、グループの持続的成長も

損なわれます。リスクアセスメントの強化や安全会議の積

み重ねで強固な土台を築いてこそ、成長戦略が機能しま

す。その上で、廃棄物の選別技術の向上やAI活用によっ

て資源循環を高度化し、最終処分場の価値最大化を図っ

ていきます。

 釘宮　こうした目標を着実に進めるためにも、組織基盤

の強化が重要です。今後は各部長クラスが議論する場を

設け、横の連携をさらに深めることに注力します。経営管

理本部長として、各現場から能動的に提案が上がる仕組

みを整え、ガバナンス強化につなげていきます。

 武田　M&Aの進展によるグループ規模の拡大に伴い、

統制の難易度自体が高まっていると感じています。グルー

プとして一定の統制レベルを維持していくためには、仕組

みの整備に加えて、その運用状況を継続的にチェックして

いくことが不可欠です。監査室としては、そうした観点か

ら各社の内部統制整備に力を注ぎ、実効性を確認するとと

もに、課題があれば早期に改善につなげていくことで、グ

ループ一体化の一翼を担いたいと思います。

 山口　私が大切にしているのは、ガバ

ナンスを支える信頼関係を現場で築くこ

とです。安全パトロールで拠点を訪れた

際には、できるだけ従業員に声をかける

よう心がけています。風通しのよい環境

を作り、安全対策をはじめとする取り組

みを現場と共に進めていきます。

 鰐部　従業員の皆さんと接していると、一人ひとりからグ

ループをよくしたいという強い想いが伝わってきます。私

も子会社管理担当として、それぞれの子会社がその会社ら

しい価値を発揮できるよう伴走し、グループの成長に貢献

していきます。

 釘宮　近年、多くの上場企業で子会社に起因する不祥事

が後を絶ちません。投資家の皆さまからも「M&Aで急拡

大する大栄環境の管理体制に問題はないか」という声を頂

くことが増えました。当社グループのガバナンスの根幹は、

大栄環境（株）グループ本部（以下、本部）による一極集中

型管理です。各子会社の経理、人事、総務担当は、日々の

業務を担っていますが、各種重要な意思決定は、本部が一

括して行っています。一方、財務面については、月次、年次

決算から税務申告に至るまで、グループの決算に関わる業

務は全て本部の経理部が担っており、子会社が単独で決

算を確定することはできません。構造的に不正が起きにく

い体制を敷いている点が最大の特徴です。

 鰐部　子会社管理の観点で申し上げると、今の一極集中

型管理の仕組みに加えて、意思決定プロセスの設計も重

要です。一定以上の重要案件については、子会社の経営

会議から親会社のグループ経営会議へ、さらに取締役会

を経て最終決議へと至るステップを踏みます。職務権限も

細かく定め、その範囲から意思決定が逸脱しないようにし

ています。こうした体制は、M&Aでグループに加わった会

社の方々の目には窮屈に映るかもしれません。M&A直後

はただでさえ不安を感じるものですから、私は「管理する」

より「共に歩む」という姿勢を大切にしています。これまで

も、現地を訪れて社長や従業員の方 と々直接対話を重ねな

がら、誠実さを大切にするグループの価値観を共有してき

ました。ルールは明確に定めつつ、経営上の悩みや現場の

課題を気兼ねなく相談し合える、双方向の信頼関係を築く

ことを心がけています。

 武田　監査室の業務の本質的な目的は、不正を見つける

こと以上に「不正を起こさせない」環境や仕組みを整える

こと、すなわち未然防止にあります。不正のトライアング

ルといわれるように、組織における不正行為の背景には

「機会」と「動機」と「正当化」の3要素が存在するとされて

います。不正を防ぐには、機会を減らす統制、動機を生ま

ないための相談しやすい環境、正当化を許さない倫理意

識、この3つを機能させることが大切です。監査室では、

J-SOX対応も担っています。M&Aによって新たにグルー

プ入りした会社のうち、J-SOX評価の対象となる子会社に

は、内部統制の整備を支援し、速やかに当社グループの標

準レベルに揃えることが私の役割だと考えています。子会

社の方々にとっては親会社のルールに戸惑うこともあると

思うので、同時に、監査室が相談窓口となって早期に関係

性を築くことも重視しています。現場の努力とこうした関

わりが実を結び、内部監査の結果は年々改善されていま

す。昨年も今年も重大な違反は確認されていません。

 山口　事業面から考えると、シナジー創出こそがM&Aの

真価です。グループのネットワークを活かし、エリアをまた

いだ配車の効率化や施設間での廃棄物の最適配分など、

グループ全体で最適化を図る取り組みが進んでいます。

営業活動でも会社間の連携が広がると同時に、設備の共

同活用によるコスト削減といった効果も生まれています。

こうした連携ができるのは、本部に情報が集約されている

からこそ。人財・設備・資金を横断的に活用し、一社単独

では難しかった成果をグループ全体で生み出すことができ

ています。

 石川　グループガバナンスを強化するには、人事制度の

整備も重要です。グループが拡大していく局面では、各社

の人事制度や労務管理の運用を統一していないままだと、

ガバナンスの実効性を保ちにくくなります。特に労務面は

中期経営計画「D-Plan 2028」
実現に向けて
経営基盤強化の現在地
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　資源循環・環境インフラを支える

事業の持続性は、現場で働く人の力

によって成り立っていると考えていま

す。そのため人財戦略では、事業や

組織の成長と同時に、従業員一人ひ

とりが働きがいや満足度を実感でき

る状態を目指しています。

　大栄環境グループは、人財育成、

多様性の推進、職場環境の整備を軸

に、従業員エンゲージメントの向上に

取り組んできました。働く前提条件と

して安全・健康を重視しながら、成

長機会の提供や働きやすい制度づく

りを進めることで、安心して仕事に

向き合える環境を整えています。

　こうした取り組みは、制度を整え

ること自体を目的とするものではあり

ません。従業員が自らの役割や成長

に納得し、前向きに仕事に取り組め

ることが、組織の力を高めると考え

ています。
社内環境
整備多様性人財育成

従業員エンゲージメント向上

従業員と企業が互いに貢献しあう関係へ

従業員の
働きがい・
幸福度向上

企業価値
向上・
企業成長

2027年３月期の人財施策

● 企業価値向上に貢献する人財の育成と成長支援
● 事業拡大を支える多様な人財の確保と働きやすい環境整備
● エンゲージメントを高める評価・報酬制度と働きがいのある環境整備

大栄環境グループの人財戦略

モチベーションとエンゲージメント向上に向けて

　当社グループが「従業員の働きがい・

幸福度の向上」を経営の最優先事項の

一つに掲げているのは、社会課題の解決

という私たちの使命を果たす原動力が、

現場で働く一人ひとりの熱意にあると

考えているからです。私が人事部長と

して最も大切にしているのは、従業員

が「自らの成長が、会社の事業を通じて

社会への貢献につながっている」と実感

できることであり、一人ひとりが自身の

仕事の意義を再確認し、組織として

同じ方向を目指す時、組織は最大の力

を発揮すると確信しています。

　そのための前提となるのが、「安全で、

安心して働ける環境」です。心身ともに

健康で、日々の業務に落ち着いて向き

合える土台があってこそ、主体的な

挑戦や前向きな改善が生まれます。これ

まで当社グループでは、エンゲージ

メントサーベイや自己申告制度を通じ

て現場の声を真摯に受け止め、柔軟な

働き方の導入や職場環境の改善を

積み重ねてきました。その結果、従業

員の意識や行動にポジティブな変化の

安心して働き、働きがい・幸福を
感じられる職場をつくります

兆しが現れていると感じています。

　しかし、私たちのあゆみはまだ途上に

あります。大切なのは、制度を整える

ことそのものではなく、それらを活用し

て従業員のエンゲージメントを高め、

誰もが「自分たちの職場を自らよくして

いける」と信じられる組織文化を醸成

することにあります。一人ひとりが働き

がいと幸福を感じながら仕事に向き合

い、その先にある社会や地域に貢献で

きる、そんな環境を、従業員と共に創

り上げていきたいと考えています。

大栄環境株式会社 経営管理本部人事部長

山田 真揮

働く人の満足度を高め、
一人ひとりの力が活きる組織へ

Focus 1 従業員の働きがい・幸福度の向上

大栄環境グループでは、従業員一人ひとりが安心して働き、成長を実感できる職場づくりを重視しています。
人の力が組織を支え、よりよい仕事につながる。その考え方と取り組みを紹介します。

安全・健康多様性
従業員が仕事に意味と価値を見出し、成長を実感できる

環境こそが「働きがい」の源泉です。大栄環境グループで

は、新入社員から管理職まで各階層に応じたスキル研修に

加え、「次世代リーダー育成プログラム」を軸に戦略的思

考を持つ人財を育成しています。さらに、全額会社負担で

の資格取得支援を通じて個々の専門性を高

めています。今後は、一人ひとりの強

みや志向に最適化されたキャリ

アパス支援を強化してい

きます。

安全と健康は、全ての取り組みの土台です。安全衛生理念

のもと、現場に根ざした事故防止やリスク低減に向けた教

育・訓練を徹底。日常の作業における注意喚起に加え、事

例共有や安全意識の定着に継続的に取り組んでいます。

また、健康診断補助やメンタルヘルス支援、禁煙対策など、

心身の両面から従業員の健

康を支えています。従業員が

安心して日々の業務に向き

合える環境を整えることが、

働きがいや満足度の

向上につながると考え

ています。

成長機会 職場環境・制度
「幸福度」の基盤となる安心感と満足度

を高めるため、従業員の声を反映した柔

軟な制度改革を推進しています。例え

ば年間休日を増加（2023年４月の115

日と比較して2026年４月には平均125

日）したほか、「配偶者出産休暇」や「出

生時育児休暇」を新設し、男性の育児休

業取得率が102.9％※という成果を上げています。今後は、

ライフステージに合わせたベビーシッター補助や介護支援

のさらなる充実を図り、誰もが心身ともに健康で安心して

長く働き続けられる「選ばれ続ける職場」を追求します。

従業員一人ひとりの経験や専門性、働き方の違いを前提

に、個々の強みが生かされる組織づくりを進めています。

採用や配置、働き方の面では、人事ローテーション、社内

公募制度や自己申告制度などを通じて、

本人の意向やキャリアの考え方を反

映できる機会を設けています。役

割やライフステージ、これまでの

キャリアの違いにかかわらず、安

心して力を発揮できる環境を整え

ることで、多様な視点が日々の業

務や職場の改善に自然に活かされ

る風土づくりに取り組んでいます。

!

※2025年度に育児休業を取得した男性従業員数／2025年度に配偶者が出産し
　た男性従業員数
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リーダーたちが語る
挑戦と成長、そして未来

焼却、開発、営業企画、研究開発と異なる分野で活躍し、現場やグループを支えるリーダーたち。
それぞれの挑戦、そして思い描く大栄環境グループの未来について語り合いました。

次代を担うリーダー座談会

2015年4月入社。廃棄物処
理施設の許認可取得や開発
業務を担当。現場と制度をつ
なぐ役割を担う。グループ初
となるメタン発酵施設の立ち
上げも経験。

山﨑 大輝
三重中央開発株式会社
三重事業所 開発課長

それぞれの挑戦の先にある、
業務のやりがい

 山田　まずは、皆さんが感じる業務の面白さ、やりがいに

ついて教えてください。

 山﨑　施設の許認可取得を通じて、現場スタッフが運用

しやすい施設づくりに貢献できることにやりがいを感じま

す。三重リサイクルセンターは規模が大きく多くの施設が

あり、その一つひとつに許認可が必要です。許可証を得る

ために細かな調整を重ねるからこそ、取得できた時は大き

な手応えがあります。中でも印象深いのが、グループ初と

なるメタン発酵施設の立ち上げです。行政やプラントメー

カー、技術部門とも密に連携して許可証を取得し、ようや

く施設が形になった時の達成感は忘れられません。

 星野　西宮リサイクルセンターでも近々、新たな焼却施

設が稼働します。既設炉にはない発電設備を備えた新炉

ですので、操業に備え、運転員と一緒に三木バイオマス

ファクトリーの応援業務を通じて、運営ノウハウを吸収し

ています。炉を安定稼働させ稼働日数を伸ばすという目標

に向けて現場のメンバーと団結し、達成できた時に大きな

喜びを感じます。

 藤原　営業企画課では、全国の自治体に向けて一般廃棄

物処理基本計画などの策定支援をしています。自治体に

よって人員体制も抱える課題もさまざまで、実情に応じた

計画を提案することが難しさであり、面白さでもあります。

さらに、提案を機に築いた関係性が、将来の公民連携事業

への足がかりになる可能性があることにもやりがいを感じ

ています。

 大橋　私は入社2年目からの5年間、プラスチックリサイ

クル率の向上を目指すNEDO※の研究プロジェクトに参画

しました。担当したのは、約400トンもの廃プラスチックを

ひたすら手選別してデータ化するという地道な作業です。

しかし、この時に体系化した選別やデータ整理の手法が今、

廃プラスチックを自動車部品に再生する「XtoCarプロジェ

クト」など、グループが進めている資源循環の実証試験に

活かされています。5年間の積み重ねがグループのノウハウ

として蓄積されたと思うと感慨深いものがあります。

 山田　異なる領域で活躍されている皆さんですが、部門

内外での連携や学び、成長を支える環境について教えてく

ださい。

 山﨑　開発課では、施設に足を運びスタッフの声を聞く

ことを大切にしています。関係性を構築する中で、さまざ

まな方から相談してもらえるケースも増えました。ヒアリン

グした内容をもとに届出等を行うことで、現場が運営しや

すい施設づくりにつなげています。星野さんは現場での情

報共有や教育をどう進めていますか。

 星野　先ほどお話ししたように、私は今、発電設備の運

営ノウハウを1年間かけてインプットしている最中です。

得た知見を職場に持ち帰り、現場のメンバーへの教育や新

炉の運営に活かすことが私の役割であり、新たな学びにも

なっています。同時に、これまで培ったノウハウを三木バ

イオマスファクトリーのメンバーに伝えることもまた、役割

であり学びですね。経験を双方向で共有し、組織全体のレ

ベルアップにつなげていきたいと思っています。

 藤原　知見の共有は、営業企画課でも重視しています。

提案前には案件ごとに自治体のさまざまな資料を読み込

み、実情を把握する必要がありますが、今は得た知見が個

人にとどまり、業務が属人化しやすいことが課題です。課

内の案件に誰もが対応できるように、試行錯誤しながら情

報共有の仕組みづくりを進めています。

 大橋　研究開発課も同じです。個々が担当する案件の中

には相互に関連するデータもあるはずなので、課全体で情報

を共有していきたいと思っています。さらに今後、グループ

内の研究会社とも連携できれば、データをより効率的に活用

でき、資源循環にも新たな可能性が拓けていくはずです。

 山田　開発、現場、営業、研究を担う各課の知見が、当社

グループ全体の力になっていることがよくわかりました。

 山田　これから挑戦したいことや、思い描く未来について

教えてください。

 星野　2029年4月から稼働予定の「相生地域エネルギー

センター」には、自動運転のごみクレーンを導入する予定

です。夜間勤務などの労働負荷を軽減できる上、人手不足

問題の緩和にも寄与すると期待しています。最終的には焼

却施設全体の自動運転化を目指します。

 藤原　営業企画課は、営業部の自治体担当者の「こんな

提案がしたい」という想いから発足し、これまで自治体向

けの提案実績を積み重ねてきました。私を含め課内には

民間企業への営業経験者もいますので、各々の知見を活

かして将来的には対象を広げ、コンサルティングを含む幅

広い視点からお客さまの課題解決に貢献していきたいと

考えています。

 大橋　私も、研究開発の側面から業界の課題解決を目指

したいです。思い描いているのは、当社グループの総合研究

所のような拠点をつくることです。グループ内に点在する

データや技術を集約して総合的に活用し、研究と実験で成

果を上げ、これまでにない価値を生み出すことが目標です。

 山﨑　私たちが挑戦し、新たな価値を創出することで、廃棄

物業界へのマイナスイメージを払拭し、誰もが誇りを持って

働ける環境をつくっていきたいですね。最近、グループ会社

が協力した「ONDO - FROM WASTE TO WONDER - 」の

展示会を見に行きました。再生プラスチックを素材とした、

地域のアーティストの作品が並び、これまで単なる再生材

料として扱われてきた廃プラスチックの新たな可能性を感

じる内容でした。「ごみ」が過去の言葉になるような未来を

目指し、私も日々の業務に向き合っていきたいと思います。

 山田　皆さんの活躍が、当社グループの未来をさらに力

強いものにしていくと期待しています。

個の挑戦から広がるグループの未来

成長を加速させる部内外の連携

※ NEDO：国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構。

2019年4月入社。プラスチック
リサイクルに関する研究開発
を担当。国の研究プロジェクト
にも参画。資源循環の高度化
と事業化の両立を目指し、技術
の実用化に挑戦している。

大橋 紗奈
大栄環境株式会社
技術部 研究開発課
グループリーダー

2012年4月入社。一般廃棄物
処理基本計画や災害廃棄物処
理計画の策定を担当。自治体
との関係構築に貢献し、グルー
プの成長戦略の一つである公
民連携や新たな事業機会の創
出を見据えて活動している。

藤原 由貴
大栄環境株式会社
関西営業部 営業企画課
グループリーダー

山田 真揮
大栄環境株式会社
経営管理本部　
人事部長

ファシリテーター

2011年4月入社。焼却施設の
運営に従事し、現在は三木バ
イオマスファクトリーで応援
業務に携わる。将来の新炉立ち
上げに向け、人財育成や運転
体制の高度化に取り組む。

星野 孝充
大栄環境株式会社
西宮事業所
業務１課焼却グループ
グループリーダー



筐体、電池、
その他部品

サーマル
リサイクル

プラスチック

Focus 2 資源循環の最前線

循環は、選別から始まる。
大栄環境グループのDINS関西（株）では、選別技術の高度化と無人化で資源循環の可能性を広げています。
このページでは２つの取り組みの最前線を紹介します。

高度選別は、資源循環をどこまで具体化できるのか？
～地産地消の資源循環モデルで次のステージへ
　大栄環境グループはこれまで、廃プラスチックの再生原

料化、パレット製造、残さのRPF（固形燃料）化等といったさ

まざまな資源循環を推進してきました。さらなる付加価値の

創出と資源の最適利用を追求するため、2026年4月、大阪

府堺市に「プラスチック高度選別施設」を稼働させました。

　最大の特長は、これまで複数の拠点で分担・連携して

いた選別・製品化・エネルギー回収の工程を同一エリア内

で実現したことです。地域で発生した廃プラスチックを、

その地域で資源とエネルギーに転換する効率的な地産地消

高品位小型家電を無人選別する CEDEST システム実証プラントプラスチック高度選別施設

選別

マテリアル
リサイクル

固形燃料（RPF）製造

エネルギー回収
産業廃棄物

選別・製品化・エネルギー回収を
同一エリア内で実現したことで

より効率的なプラスチックの
循環利用最大化と
適正処理が可能に

の循環モデルを確立しました。

　施設内では、搬入物を形状やサイズで瞬時に振り分ける

「バリスティックセパレーター」や、破砕と洗浄を同時に行う

「洗浄粉砕機」を導入しています。これにより、微細な異物や

フィルム類を効率的に除去し、再生原料の純度を飛躍的に

高めることが可能となりました。

　今後は自動車部品などへの用途拡大を視野に入れ、

資源循環モデルのさらなる高度化と他地域への展開を

目指します。

　廃小型家電には貴金属やレアメタルなどの有用資源が

含まれていますが、製品の小型化・複雑化やリチウムイオン

電池の内蔵によって、解体の難易度や発火リスクが高まり、

従来の人手による解体には限界がありました。そこで大栄

環境（株）は、産業技術総合研究所と装置メーカーである

佐藤鉄工（株）と連携し、AIと自動化技術を組み合わせた

無人選別プラントの実証を進めています。

　本プラントでは、AIがタブレットや小型ゲーム機、スマート

フォンなど対象６機種を瞬時に判定し、それぞれの構造に

応じた最適な解体・選別を行います。衝撃によるリチウム

イオン電池の発火リスクを抑えるために、Ｘ線で電池の位置

を正確に把握し、ダメージを回避しながら筐体から分離

させます。ほかにも、画像認識による部品識別や液体窒素

を活用した分離技術も組み合わせ、資源回収と安全性の

両立を目指しています。現在はスマートフォンの付属品など

現場特有の課題に対応しながら連続運転に向けた改善を

重ねています。

パレット販売枚数

433,000枚

（2023年3月期）

廃小型家電リサイクルは、どこまで自動化できるのか？
～AI×無人化がもたらす「循環の未来」

リサイクルプラスチック
パレット製造

製品ソーターで
製品種解析
高品位小型家電
6品目が対象

CFS型
筐体解体機

CFS型
基盤剥離機トランスフォーマブル

選別システム

内部構造解析

素子DB演算

電池解体
システム

部品種解析
モジュール
ソーター

プリント基盤

● スマートフォン
● タブレット

● フィーチャーフォン
● デジタルカメラ
● ビデオカメラ
● 小型ゲーム機

コンデンサ

廃小型家電

AI により
品目・機種を
判定

電池が発火
しやすい製品
を安全に解体

混在した
解体物を
AIで選別 選別完了

選別完了

選別完了
リサイクルプラスチック
ペレット製造一般廃棄物

３者による役割分担

国立研究開発法人
産業技術総合研究所

AI・識別・
アルゴリズムの開発

大栄環境（株）

現場・運用・
事業化の検証

佐藤鉄工（株）

装置・機械・
実装

ベースボードIC

貴金属・銅・
レアメタルなどを
含む電子素子類
を回収

プリント基板から
電子素子の原型を
とどめたまま剥離

選別完了
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TOPICS／情報開示体系

情報開示体系
大栄環境（株）は、財務情報・非財務情報の両面から、透明性の高い情報開示に努めています。法定開示を含む財務
情報各種についてはウェブサイトの「IR情報」、非財務情報については「サステナビリティ」において詳細を報告して
います。目的に応じて各媒体を参照いただくことで、大栄環境グループへの理解をより深めていただければ幸いで
す。下記のURLまたは二次元コードよりご覧ください。

財務情報 非財務情報

コーポレートレポート

コーポレート・ガバナンスに関する報告書

サステナビリティ（ウェブサイト）

非財務データ集

https://www.dinsgr.co.jp/ir/corporate_report/

https://www.dinsgr.co.jp/csr/pdf/
CorporateGovernanceReport20260630.pdf

https://www.dinsgr.co.jp/csr/

https://www.dinsgr.co.jp/csr/non-financial-info_report/

決算短信

決算説明資料

有価証券報告書

IR情報（ウェブサイト）

https://www.dinsgr.co.jp/ir/library/

https://www.dinsgr.co.jp/ir/library/presentation/

https://www.dinsgr.co.jp/ir/library/securities/

https://www.dinsgr.co.jp/ir/

土壌浄化、エネルギー創出から、プラスチックやガラスのリサイクル、
地域との連携まで、さまざまなトピックスを紹介します。

2025

2025.9.8

「パートナーシップ
構築宣言」を公表
仕入先や協力会社との公正な取引・適正
な価格決定などの方針を明確にしました。
取引先と対等で良好な関係を築いていき
ます。

取引先との公正な関係づくり

https://www.dinsgr.co.jp/
news/news_no612/index

2026.2.18

廃プラスチックの履歴を
追跡する実証実験を開始
建築廃材や容器包装等、多様な由来を持
つ廃プラスチック（X）を自動車部品（Car）
へ再資源化する「XtoCar」への取り組
みを加速させます。

再生素材を自動車部品へ

https://www.dinsgr.co.jp/news/
pdf/release20260218.pdf

2025.12.18

サステナブル素材に光を
当て、新たな価値創出に挑む
使用済み容器包装プラスチックから展示用
什器を製作し、陶芸家・谷本洋氏の展示会
に供給。リサイクル技術とアートの融合に
より、再生材が美術品を彩り、そして美術品
そのものになり得る可能性を模索しました。

アート×文化×リサイクルの架け橋に

https://www.dinsgr.co.jp/
news/pdf/
release20251218.pdf

2026.3.25

ごみ処理とエネルギーの
地産地消を同時に実現
家庭ごみと産業廃棄物を一体的に処理
する施設の建設許可を取得。ごみの焼却
で生まれる熱を発電に活かし、地域にエ
ネルギーを届ける施設として2029年4
月の稼働開始を目指します。

相生地域エネルギーセンター

https://ssl4.eir-parts.net/doc/
9336/tdnet/2780601/00.pdf

2026.5.3
INAC神戸レオネッサ

「SOMPO WEリーグ」優勝
大栄環境グループが運営するINAC神戸
レオネッサが、「2025/26 SOMPO WE
リーグ」で4シーズンぶり2度目の優勝
を果たしました。来シーズンは「AFC女子
チャンピオンズリーグ」にも出場し、アジ
アNo.1を目指します。

https://inac-kobe.com/
news/notice/9354
https://inac-kobe.com/
match/result/493

2025.9.1

新施設の導入で、大量の
自然由来汚染土壌に対応
連結子会社の（株）ジオレ・ジャパンは、大
型船舶の着岸が可能な末広工場に高性
能な乾式磁力選別処理設備を導入しまし
た。これにより、重金属や揮発性物質を
含む土壌の受入量を拡大し、さらなる事
業成長を目指します。

汚染土壌処理能力の拡充

https://www.dinsgr.co.jp/
news/pdf/
release20250901.pdf

2026.3.10

国内初、窓ガラス資源循環
の実証実験を開始
住宅改修で出る古い窓ガラスを回収して
同品質の窓ガラスによみがえらせる実証
実験を開始。年間50万トン以上が埋め
立てられている廃窓ガラスを、再び窓と
して活かす国内初の循環モデルです。

使い終えた窓ガラスを新たな窓へ

https://www.dinsgr.co.jp/
news/pdf/
release20260202.pdf

2026.2.2

下水×バイオマスで
エネルギーを創出
民間企業として日本で初めて、自治体の
下水処理場内で産業廃棄物処分業の許可
を取得。地域バイオマスと下水（スウェッ
ジ）の混合処理により、エネルギーを創出。
地域の環境負荷低減を実現します。

官民連携でカーボンニュートラル  

大栄環境（株）は
廃サッシの回収・
分解を担当

https://www.dinsgr.co.jp/
news/pdf/release20260310.pdf
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